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平成 29年度福生市各会計決算及び基金の運用状況審査意見について 

 

 

地方自治法第 233 条第２項及び同法第 241 条第５項の規定により、審査に付さ

れた平成 29 年度福生市各会計決算及び基金の運用状況について審査した結果、次

のとおり意見を付します。 
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注 記 

  １ この意見書において、人口１人当たりの数値は、年度末現在の住民基本台帳登録人口 

   を使用した。 

なお、平成 24 年 7 月 9 日から改正住民基本台帳法等が施行され、外国人住民につ 

いても住民基本台帳法の適用対象に加えられている。 

    平成 29 年度 58,448 人  (日本人 54,703 人 外国人 3,745 人)  

平成 28 年度 58,618 人  (日本人 55,105 人 外国人 3,513 人) 

平成 27 年度 58,798 人  (日本人 55,561 人 外国人 3,237 人) 

 

  ２ 文中及び表中の金額は、原則として千円単位で千円未満は四捨五入した。 

    そのため、合計の金額と符号しない場合がある。 

 

  ３ 比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入した。 

    そのため、合計比率となるように一部調整した。 

 

  ４ 構成比率（％）は、合計が 100 となるよう一部調整した。 

 

  ５ 「0.0」は、該当数値はあるが、表示単位未満のものである。 

 

  ６ 「－」は、該当数値のないものである。 

 

  ７ 「△」は、負数を示し、増減率では減を表示している。 

 

  ８ 統計表の増減率は、次式により算出している。 

    （Ｘ１－Ｘ０）／（Ｘ０の絶対値）×100       Ｘ１：当該年度の計数 

                            Ｘ０：前年度の計数 

    この式を採用することにより、マイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が 

縮小した場合の増減率の符号はプラスで表示される。 
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平成 29 年度福生市各会計決算 

及び基金運用状況審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の対象 

 １ 福生市一般会計歳入歳出決算 

 ２  福生市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

 ３  福生市介護保険特別会計歳入歳出決算 

 ４  福生市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 ５  福生市下水道事業会計歳入歳出決算 

 ６  福生市決算付属書類 

 ７ 福生市各基金の運用状況 

 

２ 審査の期間 

 平成30年４月25日から平成30年８月22日まで 

 

３ 審査の手続 

決算審査にあたっては、市長から提出された各会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実

質収支に関する調書、財産に関する調書及び各基金の運用状況を示す書類が地方自治法等関係法令に準

拠して作成されているか、決算数値は適正に表示されているか検証するため、関係証拠書類との照合等

通常実施すべき審査手続を実施した。更に、予算が適正かつ効率的に執行されているか、事務事業が経

済的、効果的に執行されているか、各基金が適正に運用されたか等を主眼として審査を実施した。 

 

第２ 審査の結果 

   審査に付された平成29年度各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する

調書、財産に関する調書及び各基金の運用状況を示す書類は、地方自治法等関係法令の規定に従い作成

されており、これらを関係諸帳簿及び証拠書類と照合した結果、誤りのないものと認められた。 

 また、各会計の予算執行は地方自治法等関係法令に従い適正に執行されており、これに伴う会計事務

も適正に処理されているものと認められた。 
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第３ 決算の概要 

１  総  括 

（１）決算規模  

 平成２９年度の一般会計及び特別会計を合わせた決算額は、次のとおりである。 

一般会計・ 特別会計の総額

区 分 平成29年度 平成28年度

歳 入 総 額 41, 750, 152, 651 41, 800, 231, 936 △ 0. 1

歳 出 総 額 40, 242, 793, 751 39, 802, 203, 060 1. 1

歳 入 歳 出 差 引 額 1, 507, 358, 900 1, 998, 028, 876 △ 24. 6

翌年度へ繰り 越すべき 財源 113, 811, 000 860, 000 13, 133. 8

実 質 収 支 額 1, 393, 547, 900 1, 997, 168, 876 △ 30. 2

単 年 度 収 支 額 △ 603, 620, 976 △ 239, 213, 944 △ 152. 3

（ 単位： 円・ ％）

前年対比

 
 
決算の規模の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 決算収支 

平成２９年度の各会計の収支の状況は、第１表のとおりである。 

① 歳入歳出差引額 

 歳入決算額から歳出決算額を差し引いた歳入歳出差引額は１５億７３５万８,９００円で、前年度と比

較すると４億９,０６６万９,９７６円（２４.６％）減少している。 

② 実質収支額 

 歳入歳出差引額には翌年度へ繰り越すべき財源が含まれているため、債権債務の発生主義の立場から

これを控除して、当該年度における実質的な収支を示したものが実質収支である。 

実質収支額は、１３億９,３５４万７,９００円で、前年度と比較すると６億３６２万９７６円 

（３０.２％）減少している。 

③ 単年度収支額 

 実質収支額は、前年度以前からの収支の累計であるため、当該年度だけの収支を把握するために、当

該年度の実質収支から、前年度実質収支を差し引いたものが単年度収支である。 

単年度収支額は△６億３６２万９７６円で、前年度と比較すると３億６,４４０万７,０３２円 

（１５２.３％）減少している。 

 

 

歳入総額 

歳出総額 

36,417,838
37,311,693

40,243,294

34,870,456
35,593,348

37,979,371

33,000,000

34,000,000

35,000,000

36,000,000

37,000,000

38,000,000

39,000,000

40,000,000

41,000,000

42,000,000

25 26 27 28 29

(千円)

年度



決 算 額 構成比 収入率

A （ ％） （ ％）

27 24, 389, 568, 000 25, 143, 030, 188 62. 5 103. 1

28 26, 656, 411, 000 26, 689, 463, 569 63. 9 100. 1

29 26, 895, 427, 000 26, 593, 971, 629 63. 7 98. 9

27 15, 262, 240, 000 15, 100, 264, 076 37. 5 98. 9

28 15, 339, 129, 000 15, 110, 768, 367 36. 1 98. 5

29 15, 687, 959, 000 15, 156, 181, 022 36. 3 96. 6

27 8, 377, 947, 000 8, 311, 013, 899 20. 6 99. 2

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 28 8, 242, 625, 000 8, 255, 927, 561 19. 8 100. 2

29 8, 486, 811, 000 8, 222, 219, 677 19. 7 96. 9

27 4, 028, 630, 000 3, 874, 379, 464 9. 6 96. 2

介 護 保 険 特 別 会 計 28 4, 108, 921, 000 3, 991, 506, 832 9. 5 97. 1

29 4, 234, 805, 000 4, 178, 889, 666 10. 0 98. 7

27 1, 071, 840, 000 1, 073, 378, 174 2. 7 100. 1

後期高齢者医療特別会計 28 1, 139, 320, 000 1, 136, 482, 873 2. 7 99. 8

29 1, 140, 702, 000 1, 139, 068, 747 2. 7 99. 9

27 1, 783, 823, 000 1, 841, 492, 539 4. 6 103. 2

下 水 道 事 業 会 計 28 1, 848, 263, 000 1, 726, 851, 101 4. 1 93. 4

29 1, 825, 641, 000 1, 616, 002, 932 3. 9 88. 5

27 39, 651, 808, 000 40, 243, 294, 264 100. 0 101. 5

28 41, 995, 540, 000 41, 800, 231, 936 100. 0 99. 5

29 42, 583, 386, 000 41, 750, 152, 651 100. 0 98. 0

   　平 成 ２９ 年 度 各

第１ 表

区　 　         　 　 分 年度 予 算 現 額

歳　 　 　 　 　 　 　 入
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一 般 会 計

特 別 会 計

合　 　 　 　 　 　 　 　 　 計



（ 単位： 円）

翌年度へ繰り

決 算 額 構成比 執行率 越すべき 財源

B （ ％） （ ％） D

23, 579, 040, 244 62. 1 96. 7 1, 563, 989, 944 27, 540, 000 1, 536, 449, 944 419, 276, 764

25, 576, 518, 126 64. 3 95. 9 1, 112, 945, 443 860, 000 1, 112, 085, 443 △ 424, 364, 501

26, 057, 468, 893 64. 8 96. 9 536, 502, 736 0 536, 502, 736 △ 575, 582, 707

14, 400, 331, 200 37. 9 94. 4 699, 932, 876 0 699, 932, 876 103, 576, 465

14, 225, 684, 934 35. 7 92. 7 885, 083, 433 0 885, 083, 433 185, 150, 557

14, 185, 324, 858 35. 2 90. 4 970, 856, 164 113, 811, 000 857, 045, 164 △ 28, 038, 269

8, 017, 906, 877 21. 1 95. 7 293, 107, 022 0 293, 107, 022 △ 42, 842, 292

7, 766, 684, 582 19. 5 94. 2 489, 242, 979 0 489, 242, 979 196, 135, 957

7, 800, 933, 211 19. 4 91. 9 421, 286, 466 0 421, 286, 466 △ 67, 956, 513

3, 713, 452, 307 9. 8 92. 2 160, 927, 157 0 160, 927, 157 22, 148, 708

3, 809, 474, 977 9. 6 92. 7 182, 031, 855 0 182, 031, 855 21, 104, 698

3, 938, 615, 833 9. 8 93. 0 240, 273, 833 0 240, 273, 833 58, 241, 978

1, 052, 981, 679 2. 8 98. 2 20, 396, 495 0 20, 396, 495 △ 8, 057, 879

1, 119, 480, 837 2. 8 98. 3 17, 002, 036 0 17, 002, 036 △ 3, 394, 459

1, 127, 121, 918 2. 8 98. 8 11, 946, 829 0 11, 946, 829 △ 5, 055, 207

1, 615, 990, 337 4. 2 90. 6 225, 502, 202 0 225, 502, 202 132, 327, 928

1, 530, 044, 538 3. 8 82. 8 196, 806, 563 0 196, 806, 563 △ 28, 695, 639

1, 318, 653, 896 3. 2 72. 2 297, 349, 036 113, 811, 000 183, 538, 036 △ 13, 268, 527

37, 979, 371, 444 100. 0 95. 8 2, 263, 922, 820 27, 540, 000 2, 236, 382, 820 522, 853, 229

39, 802, 203, 060 100. 0 94. 8 1, 998, 028, 876 860, 000 1, 997, 168, 876 △ 239, 213, 944

40, 242, 793, 751 100. 0 94. 5 1, 507, 358, 900 113, 811, 000 1, 393, 547, 900 △ 603, 620, 976

会 計 決 算 総 括 表

歳　 　 　 　 　 　 出 歳入歳出差引額

C

実質収支額 単年度収支額

（ A－B） （ C－D） （ E－前年度E)
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２ 財政の構造（普通会計） 

 財政構造の分析を地方財政状況調査（決算統計）の数値により行うと、次のとおりである。 

地方財政状況調査は「普通会計」を基に行われるもので、「普通会計」とは地方公共団体の財政 

状況の把握、財政運営の指針、地方財政全体の分析に用いられる会計区分で総務省の定める基準に 

より会計を再構成したものである。 

当市の場合は、特別会計を除く一般会計の数値が「普通会計」である。 
 

（１） 収支の状況 
 

普通会計における収支の状況は、次のとおりである。 
 

普通会計決算収支状況 

区  分

26, 593, 972 26, 689, 464 △ 0. 4

26, 057, 469 25, 576, 518 1. 9

歳 入 歳 出 差 引 額 （ A-B） 　     　 　

0 860 皆減

実 質 収 支 額 （ C-D） ア 536, 503 イ 1, 112, 086 △ 51. 8

ア-イ △ 575, 583 △ 424, 364 △ 35. 6

17, 566 788, 192 △ 97. 8

0 0 　 　 　      　 ―

0 280, 000 皆減

△ 558, 017 83, 828 △ 765. 7

積 立 金

歳 入 総 額

歳 出 総 額

E

F

G

( 形 式 収 支 ）

A

J実質単年度収支額( F+G+H-I )

H

I

翌年度へ繰り 越すべき 財源

繰 上 償 還 額

積 立 金 取 崩 額

D

単 年 度 収 支 額

年　 度
（ 単位： 千円・ ％）

前　 年　 対　 比平 成 29 年 度 平 成 28 年 度

536, 503 1, 112, 946 △ 51. 8

B

C

 
実質収支額は５億３,６５０万３千円で、これから前年度の実質収支額を差し引いた単年度収

支額が△５億７,５５８万３千円となり、これに積立金１,７５６万６千円を加えた実質単年度収支

額は５億５,８０１万７千円の赤字となっている。 

 

決算の規模の推移（普通会計） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 歳入総額 

 歳出総額 

23,122,988 
23,546,526 

25,143,030 

22,009,949 

22,424,537 

23,579,040 

21,000,000

21,500,000

22,000,000

22,500,000

23,000,000

23,500,000

24,000,000

24,500,000

25,000,000

25,500,000

26,000,000

26,500,000

27,000,000

25 26 27 28 29

(千円)

年度
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（２）財源の状況 

① 自主財源と依存財源 

歳入決算額を自主財源と依存財源に分類すると、次のとおりである。 

自主財源とは、地方自治体の歳入のうち、自らの権限で収入し得る財源をいう。一方、依存財源

とは、国や都道府県の意思により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする地方自治体

の収入をいう。 

自主財源と依存財源の比率は４２.６：５７.４（％）となっている。 

また、一般財源のうち、経常的に見込まれる収入は１２４億５,７５０万７千円（歳入構成比  

４６.８％）で、前年度より６,３５６万４千円（０.５％）増加している。 

 

特 定 財 源 一般財源等 特 定 財 源 一般財源等

市 税 8, 000, 817 596, 148 7, 404, 669 7, 404, 669 30. 1

分 担 金 及 び 負 担 金 253, 349 0 0 253, 349 253, 349 0 1. 0

使 用 料 186, 555 0 378 186, 177 146, 485 39, 692 0. 7

手 数 料 191, 426 0 0 191, 426 191, 426 0 0. 7

財 産 収 入 16, 877 2, 652 5, 308 8, 917 0 8, 917 0. 1

寄 附 金 2, 181 2, 181 0 0. 0

繰 入 金 1, 418, 358 1, 097, 154 321, 204 5. 3

繰 越 金 1, 112, 946 860 1, 112, 086 4. 2

諸 収 入 141, 839 106, 362 28, 495 6, 982 6, 884 98 0. 5

小 計 11, 324, 348 1, 209, 209 2, 063, 619 8, 051, 520 598, 144 7, 453, 376 42. 6

地 方 譲 与 税 89, 975 89, 975 89, 975 0. 3

利 子 割 交 付 金 14, 782 14, 782 14, 782 0. 1

配 当 割 交 付 金 60, 742 60, 742 60, 742 0. 2

株式等譲渡所得割交付金 60, 584 60, 584 60, 584 0. 2

地 方 消 費 税 交 付 金 1, 182, 370 1, 182, 370 1, 182, 370 4. 5

自動車取得税交付金 51, 555 51, 555 51, 555 0. 2

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金 等

1, 626, 598 1, 626, 598 1, 626, 598 6. 1

地 方 特 例 交 付 金 32, 339 32, 339 32, 339 0. 1

地 方 交 付 税 2, 185, 747 309, 918 1, 875, 829 1, 875, 829 8. 2

交通安全対策特別交付金 9, 357 9, 357 9, 357 0. 0

国 庫 支 出 金 5, 648, 782 1, 442, 083 521, 960 3, 684, 739 3, 684, 739 21. 3

都 支 出 金 3, 691, 093 1, 571, 339 969 2, 118, 785 2, 118, 785 13. 9

市 債 615, 700 215, 700 400, 000 2. 3

小 計 15, 269, 624 3, 229, 122 1, 232, 847 10, 807, 655 5, 803, 524 5, 004, 131 57. 4

26, 593, 972 4, 438, 331 3, 296, 466 18, 859, 175 6, 401, 668 12, 457, 507 100. 0

100. 0 16. 7 12. 4 70. 9 24. 1 46. 8

（ 単位： 千円・ ％）

項　 目

区　 分

歳 入 構 成 比

左 の 内 訳
決 算 額

臨 時 的 収 入
経常的収入

決算額
構成比

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

依
　
　
　
存
　
　
　
財
　
　
　
源

合 計
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② 一般財源と特定財源 

歳入決算額を一般財源と特定財源に分類すると、次のとおりである。 

一般財源とは、使途が指定されずに、どのような経費にも使用できる収入で市税、地方譲与税及

び地方交付税等である。一方、特定財源とは、使途が指定され、目的以外に使用できない収入で国・

都支出金等がある。 

決算額を前年度と比較すると９,５４９万２千円（０.４％）減少している。 

一般財源は、市債、株式等譲渡所得割交付金、配当割交付金等の増があるものの、

繰越金、地方交付税、諸収入等の減により、１億７,３０８万３千円(１.１％)減少し

ている。 

特定財源は、国庫支出金、市債等の減があるものの、繰入金、都支出金、分担金及び負担金等の増

により、７,７５９万１千円(０.７％)増加している。 

一般財源と特定財源の比率は、５９.２：４０.８（％）である。 

15, 753, 973 59. 2 15, 927, 056 59. 7 △ 173, 083 △ 1. 1

10, 839, 999 40. 8 10, 762, 408 40. 3 77, 591 0. 7

26, 593, 972 100. 0 26, 689, 464 100. 0 △ 95, 492 △ 0. 4

決　 　 算　 　 額 構 成 比 決　 　 算　 　 額 構 成 比

特 定 財 源

合 計

（ 単位： 千円・ ％）

年  度 平 成　 29　 年 度　 平 成　 28　 年 度　

区  分

一 般 財 源

増　 　 減　 　 額 増 減 率

前 年 度 比 較

 
（３）性質別歳出の状況 

普通会計の性質別歳出の状況は、次のとおりである。 

 

普 通 会 計 性 質 別 歳 出 決 算 額 

決　 算　 額 構成比 決　 算　 額 構成比

12, 158, 502 46. 6 11, 937, 815 46. 7 220, 687 1. 8

人 件 費 3, 574, 581 13. 7 3, 549, 858 13. 9 24, 723 0. 7

扶 助 費 7, 804, 447 29. 9 7, 592, 999 29. 7 211, 448 2. 8

公 債 費 779, 474 3. 0 794, 958 3. 1 △ 15, 484 △ 1. 9

3, 193, 267 12. 3 3, 350, 224 13. 1 △ 156, 957 △ 4. 7

補 助 事 業 費 1, 796, 861 6. 9 2, 431, 277 9. 5 △ 634, 416 △ 26. 1

単 独 事 業 費 1, 396, 406 5. 4 918, 947 3. 6 477, 459 52. 0

災 害 復 旧 事 業 費 0 0. 0 0 0. 0 0 　 　 　 ―

10, 705, 700 41. 1 10, 288, 479 40. 2 417, 221 4. 1

物 件 費 3, 798, 279 14. 6 3, 455, 795 13. 5 342, 484 9. 9

維 持 補 修 費 113, 027 0. 4 118, 492 0. 5 △ 5, 465 △ 4. 6

補 助 費 等 2, 630, 974 10. 1 2, 627, 641 10. 3 3, 333 0. 1

積 立 金 1, 403, 223 5. 4 1, 393, 984 5. 4 9, 239 0. 7

投資及び出資金・ 貸付金 0 0. 0 0 0. 0 0 　 　 　 ―

繰 出 金 2, 760, 197 10. 6 2, 692, 567 10. 5 67, 630 2. 5

26, 057, 469 100. 0 25, 576, 518 100. 0 480, 951 1. 9合            計

年　 度

区　 分

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

増　 減　 額 増減率

　 　 　 （ 単位： 千円・ ％）

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 前 年 度 比 較

 
 



- 11 - 

① 義務的経費と投資的経費 

歳出決算額は２６０億５,７４６万９千円で、前年度と比較すると４億８,０９５万１千円 

（１.９％）増加している。その内訳は、次のとおりである。 

義務的経費は、法令の規定あるいは、その性質上支出が義務付けられ、任意に削減することがで

きないもので、前年度と比較すると２億２,０６８万７千円（１.８％）増加している。 

これは公債費の土木事業債（元金償還費）、社会教育事業債（元金償還費）等で 

１,５４８万４千円（１.９％）の減があったものの、扶助費の保育所運営委託料、訓練等給付費等

で２億１,１４４万８千円（２.８％）、人件費の共済組合負担金等で２,４７２万３千円（０.７％）

の増により増加したものである。 

 投資的経費は、建設的経費ともいい、支出効果が長期間にわたり、資本形成に役立つもので、前

年度と比較すると１億５,６９５万７千円（４.７％）減少している。 

 これは単独事業費では、新扶桑会館整備事業（単独事業分）、もくせい会館建設事業等で４億７,７４５万９千円

（５２.０％）増になったものの、補助事業費では、防災食育センター整備事業、杉ノ子第三保育園建設費補助金、

中学校体育館非構造部材落下防止対策事業等で６億３,４４１万６千円（２６.１％）の減により減少したものである。 

 

（４）財政指標等 

主要な財政指標等の年度別推移は、次のとおりである。 

9. 7 9. 8 13. 3 9. 6 4. 6

0. 729 0. 744 0. 762 0. 778 0. 786

90. 5 91. 9 86. 2 91. 1 90. 7

6. 9 6. 2 4. 7 4. 7 4. 7

経 常 収 支 比 率 ( ％ )

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成29年度平成28年度

公債費負担比率( ％)

年  度

区  分

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率 ( ％ )

 
① 実質収支比率 

 この比率は、財政収支の均衡を判断する指標として用いられ、一般的には標準財政規模の 

３～５％程度が望ましいとされている。当年度は４.６％で、前年度と比較すると５.０ポイント 

下回っている。 

 実質収支比率は、次の式によって算出される。 

 

 

 

（※）標準財政規模とは、地方交付税の算定上、地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 財政力指数 

実質収支額 
実質収支比率 ＝                  × 100（％） 

             標準財政規模（※） 
 

9.7 9.8

13.3

9.6

4.6

3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0
9.0
10.0
11.0
12.0
13.0
14.0
15.0
16.0

25 26 27 28 29

％

年度
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財政力の指標となる財政力指数は０.７８６で脆弱状況となっている。これは基準財政需要額が 

８８億４,３２４万円に対し、基準財政収入額が６９億６,１２３万２千円にとどまっている 

ためである。財政力指数は市の財政上の能力を示すもので、数字が大きくなるほど財源に余裕が

あるとされている。 

 財政力指数は、次の式によって算出される。 

 

 

     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

 

③ 経常収支比率 

経常収支の状況は、次のとおりである。 

経 常 収 支 の 状 況

48. 8 49. 8 1. 5 △ 1. 0

25. 9 26. 7 0. 5 △ 0. 8

17. 1 17. 1 3. 8 0. 0

5. 8 6. 0 △ 0. 3 △ 0. 2

41. 9 41. 3 5. 4 0. 6

17. 5 17. 2 5. 5 0. 3

0. 7 0. 6 14. 6 0. 1

12. 2 11. 9 6. 8 0. 3

11. 5 11. 6 3. 4 △ 0. 1

90. 7 91. 1 3. 3 △ 0. 4

100. 0 100. 0 3. 7 ―経常一般財源総額等 12, 857, 507

合 計 11, 663, 339

繰 出 金

3, 324, 696

維 持 補 修 費

公 債 費

そ の 他 の 経 費 5, 398, 744

747, 565

1, 433, 721

2, 256, 689

1, 483, 146

86, 638

1, 572, 271

745, 440

（ 単位： 千円・ ％）

12, 393, 943

11, 290, 535

75, 571

1, 472, 427

人 件 費

6, 264, 595 6, 170, 495

3, 308, 978

補 助 費 等

物 件 費

年  度

区  分

372, 804

80, 507

△ 2, 125

278, 704

118, 368

扶 助 費 2, 194, 459

義 務 的 経 費

463, 564

充当率増減

前　  年 　 度　  比 　 較

11, 067

94, 100

15, 718

増 減 額 増減率

99, 844

49, 425

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度

一般財源充当額 充当率 一般財源充当額 充当率

2, 138, 321

2, 113, 952

5, 120, 040

 
 
当年度の経常収支比率は９０.７％で、前年度より０.４ポイント減少している。 
経常一般財源総額等（臨時財政対策債を含む。）は、１２８億５,７５０万７千円で、前年度に

比べ４億６,３５６万４千円（３.７％）増加している。 
経常経費充当一般財源の額は、１１６億６ ,３３３万９千円で、前年度に比べ 

３億７,２８０万４千円（３.３％）増加している。 
経常収支比率は、団体の財政状況を表す主要指標の一つであり、財政構造の弾力性を判断する

ための指標として用いられる。この比率が高いほど財政が硬直化していることになる。低いほど
臨時的経費に充当し得る財源を持つことになり、新たな行政需要の発生や経済変動に対処できる
ことになる。一般的に都市の場合は７０～８０％が適当とされている。 

 

基準財政収入額 
財政力指数 ＝                 の過去３か年の平均値 

                基準財政需要額 
 

0.729
0.744

0.762
0.778

0.786

0.710

0.720

0.730

0.740

0.750

0.760

0.770

0.780

0.790

0.800

25 26 27 28 29 年度
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3.8

△ 1.5

△ 47.3

（単位：千円・％）

年  度

区  分

△ 2,297,545

積 立 金 現 在 高

前　 年 　度　 比 　較

306,069

△ 109,053

増 減 額 増減率

地 方 債 現 在 高

債 務 負 担 行 為 額 の
翌 年 度 以 降 支 出予 定額

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度

8,310,973

7,148,712

2,556,933

8,004,904

7,257,765

4,854,478

経常収支比率は、次の式によって算出される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

④ 公債費負担比率 

 公債費負担比率は４.７％で、前年度と同率となっている。 

 公債費負担比率は、公債費の状況から財政運営の弾力性を測定する指標の一つである。公債 

費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をいい、その率が高いほど財政運営の硬直 

性の高まりを示している。 
   

公債費負担比率は、次の式によって算出される。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ その他 

 

 

  

 

 

 
積立金現在高は８３億１,０９７万３千円（市民１人当たり１４万２,１９４円）で、前年度比 

３億６０６万９千円（３.８％）増加している。 

 地方債現在高は７１億４,８７１万２千円（市民１人当たり１２万２,３０９円）で、前年度比 

１億９０５万３千円（１.５％）減少している。 

 債務負担行為額は２５億５,６９３万３千円（市民１人当たり４万３,７４７円）で、前年度比 
２２億９,７５４万５千円（４７.３％）減少している。 

公債費充当一般財源 
×100（％） 

一般財源総額 
 

経常経費充当一般財源の額 
×100（％） 

経常一般財源総額 ＋ （住民税等減税補填債・臨時財政対策債） 
 

90.5 91.9

86.2

91.1 90.7

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

25 26 27 28 29

％

年度

6.9
6.2

4.7 4.7 4.7

3.0
3.5
4.0
4.5
5.0
5.5
6.0
6.5
7.0
7.5
8.0

25 26 27 28 29

％

年度



３　資金収支の状況

区 分

当月末差引残高

前月末現在高 当月の歳入額 当月の歳出額 歳入歳出差引額 当月の基金運用額 当月末差引残高 前月の繰替運用額 繰替運用額 返　  済　  額 （ F欄） 中の

繰替運用額

月 別 A B C  D（ A＋B－C） E F（ D＋E） G H I J（ G＋H－I ）

0 1, 290, 283, 606 1, 719, 688, 363 △ 429, 404, 757 660, 000, 000 230, 595, 243 0 660, 000, 000 0 660, 000, 000

230, 595, 243 2, 744, 017, 714 2, 596, 799, 017 377, 813, 940 270, 000, 000 647, 813, 940 660, 000, 000 270, 000, 000 0 930, 000, 000

647, 813, 940 5, 816, 032, 685 3, 877, 160, 167 2, 586, 686, 458 0 2, 586, 686, 458 930, 000, 000 0 0 930, 000, 000

2, 586, 686, 458 1, 963, 402, 873 2, 535, 205, 357 2, 014, 883, 974 0 2, 014, 883, 974 930, 000, 000 0 0 930, 000, 000

2, 014, 883, 974 2, 464, 077, 023 2, 843, 847, 746 1, 635, 113, 251 0 1, 635, 113, 251 930, 000, 000 0 0 930, 000, 000

1, 635, 113, 251 3, 852, 098, 223 2, 875, 372, 212 2, 611, 839, 262 △ 930, 000, 000 1, 681, 839, 262 930, 000, 000 0 930, 000, 000 0

1, 681, 839, 262 2, 108, 633, 741 3, 665, 812, 903 124, 660, 100 500, 000, 000 624, 660, 100 0 500, 000, 000 0 500, 000, 000

624, 660, 100 2, 533, 061, 666 2, 470, 100, 979 687, 620, 787 60, 000, 000 747, 620, 787 500, 000, 000 60, 000, 000 0 560, 000, 000

747, 620, 787 4, 539, 102, 075 3, 340, 986, 039 1, 945, 736, 823 △ 560, 000, 000 1, 385, 736, 823 560, 000, 000 280, 000, 000 840, 000, 000 0

1, 385, 736, 823 2, 823, 968, 695 3, 019, 182, 244 1, 190, 523, 274 0 1, 190, 523, 274 0 0 0 0

1, 190, 523, 274 2, 141, 449, 296 2, 711, 460, 364 620, 512, 206 470, 000, 000 1, 090, 512, 206 0 470, 000, 000 0 470, 000, 000

1, 090, 512, 206 6, 910, 703, 864 5, 376, 516, 143 2, 624, 699, 927 △ 470, 000, 000 2, 154, 699, 927 470, 000, 000 0 470, 000, 000 0

2, 154, 699, 927 1, 825, 745, 383 2, 710, 767, 539 1, 269, 677, 771 0 1, 269, 677, 771 0 0 0 0

1, 269, 677, 771 737, 575, 807 499, 894, 678 1, 507, 358, 900 0 1, 507, 358, 900 0 0 0 0

41, 750, 152, 651 40, 242, 793, 751 1, 507, 358, 900 5, 910, 000, 000 2, 240, 000, 000 2, 240, 000, 000 5, 910, 000, 000

2, 240, 000, 000円

5

計

＊繰替運用額合計    26回

11

12

30年1

2

3

4

10

平成２９年度　歳計現金等収支実績及び資金（基金）繰替運用状況
（ 単位： 円）

歳 計 現 金 等 収 支 実 績 状 況 資金（ 基金） 繰替運用状況

当月の基金運用額（ E欄） の内訳

4

5

6

7

8

9

-
14
-
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４ 一般会計 

（１）決算の概要 

 平成２９年度の決算収支の状況は、次のとおりである。 

一 般 会 計 決 算 収 支 状 況 

　　　　　（単位：円）

区  分

歳 入 歳 出 差 引 額 （ A-B）

翌年度へ繰り 越すべき 財源　

実 質 収 支 額 （ C-D） ア 536, 502, 736 イ 1, 112, 085, 443

ア－イ △ 575, 582, 707 △ 424, 364, 501

平 成 28 年 度平 成 29 年 度

1, 112, 945, 443

0 860, 000

26, 593, 971, 629 26, 689, 463, 569

26, 057, 468, 893 25, 576, 518, 126

年  度

A

B

C

E

F

536, 502, 736

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

（ 形 式 収 支 ）

単 年 度 収 支 額

D

 

 

決算額を前年度と比較すると、歳入は９,５４９万１,９４０円（０.４％）減少し、歳出は 

４億８,０９５万７６７円（１.９％）増加している。 

 実質収支額は５億３,６５０万２,７３６円で、前年度の実質収支額を差し引いた単年度収支

額は△５億７,５５８万２,７０７円となっている。 

当年度予算の執行状況は、収入率が９８.９％、歳出の執行率は９６.９％となっている。 

 これを前年度と比較すると収入率は１.２ポイント下回っており、執行率は１.０ポイント 

上回っている。 

 

（２）歳入の状況 

 

調定額の合計に対する歳入決算額の収入率は９９.２％で、前年度と同率である。 

収入の根幹をなす市税の収入率は９７.７％で、前年度と同率である。 

 各款別決算状況は、第２表のとおりで、歳入決算額を前年度と比較すると、増加した主なもの

は、繰入金４億８,３０３万１千円（５１.６％）、市債２億４,２８０万円（６５.１％）、都支出

金９,８１４万１千円（２.７％）、株式等譲渡所得割交付金３,３８９万円（１２７.０％）、配

当割交付金１,４６０万１千円（３１.６％）等である。 

一方、減少した主なものは、繰越金４億５,１０４万５千円（２８.８％）、国庫支出金 

３億４,６３３万５千円（５.８％）、地方交付税１億７,２９０万２千円（７.３％）等で

ある。 

歳入決算額に占める構成比の高い主な科目は、市税３０.１％、国庫支出金２１.２％、都支

出金１３.９％及び地方交付税８.２％である。 



予 算 現 額 調 　 定　  額 決   算   額 前年度決算額

市 税 8, 013, 126, 000 8, 185, 965, 557 8, 000, 817, 280 8, 012, 057, 944

地 方 譲 与 税 94, 000, 000 89, 975, 000 89, 975, 000 90, 345, 000

3 利 子 割 交 付 金 13, 600, 000 14, 782, 000 14, 782, 000 14, 161, 000

4 配 当 割 交 付 金 51, 400, 000 60, 742, 000 60, 742, 000 46, 141, 000

5 株式等譲渡所得割交付金 34, 400, 000 60, 584, 000 60, 584, 000 26, 694, 000

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1, 130, 000, 000 1, 182, 370, 000 1, 182, 370, 000 1, 183, 644, 000

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 40, 300, 000 51, 555, 000 51, 555, 000 41, 081, 000

8
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金 等 1, 626, 598, 000 1, 626, 598, 000 1, 626, 598, 000 1, 618, 205, 000

9 地 方 特 例 交 付 金 21, 500, 000 32, 339, 000 32, 339, 000 28, 759, 000

10 地 方 交 付 税 2, 165, 829, 000 2, 185, 747, 000 2, 185, 747, 000 2, 358, 649, 000

11 交通安全対策特別交付金 10, 538, 000 9, 357, 000 9, 357, 000 9, 563, 000

12 分 担 金 及 び 負 担 金 233, 643, 000 247, 612, 855 246, 810, 855 235, 223, 749

13 使 用 料 及 び 手 数 料 396, 877, 000 382, 487, 895 377, 573, 095 378, 874, 571

14 国 庫 支 出 金 5, 751, 573, 000 5, 642, 372, 952 5, 642, 372, 952 5, 988, 708, 274

15 都 支 出 金 3, 669, 231, 000 3, 686, 093, 926 3, 686, 093, 926 3, 587, 953, 132

16 財 産 収 入 15, 076, 000 16, 906, 602 16, 906, 602 17, 333, 167

17 寄 附 金 1, 914, 000 2, 181, 290 2, 181, 290 4, 543, 000

18 繰 入 金 1, 727, 172, 000 1, 418, 358, 147 1, 418, 358, 147 935, 326, 725

19 繰 越 金 1, 112, 946, 000 1, 112, 945, 443 1, 112, 945, 443 1, 563, 989, 944

20 諸 収 入 122, 704, 000 173, 715, 994 160, 163, 039 175, 311, 063

21 市 債 663, 000, 000 615, 700, 000 615, 700, 000 372, 900, 000

合 計 26, 895, 427, 000 26, 798, 389, 661 26, 593, 971, 629 26, 689, 463, 569
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2

款　 別

1

 　　一　 般　 会 　計 　款 　別
第２ 表

区　 分

A B C D



前年度比増減額

収入率 A 収入率 B D

△ 11, 240, 664 30. 1 14, 767, 313 170, 380, 964

△ 370, 000 0. 4 0 0

621, 000 0. 1 0 0

14, 601, 000 0. 2 0 0

33, 890, 000 0. 2 0 0

△ 1, 274, 000 4. 5 0 0

10, 474, 000 0. 2 0 0

8, 393, 000 6. 1 0 0

3, 580, 000 0. 1 0 0

△ 172, 902, 000 8. 2 0 0

△ 206, 000 0. 0 0 0

11, 587, 106 0. 9 802, 000 0

△ 1, 301, 476 1. 4 0 4, 914, 800

△ 346, 335, 322 21. 2 0 0

98, 140, 794 13. 9 0 0

△ 426, 565 0. 1 0 0

△ 2, 361, 710 0. 0 0 0

483, 031, 422 5. 3 0 0

△ 451, 044, 501 4. 2 0 0

△ 15, 148, 024 0. 6 1, 596, 477 11, 956, 478

242, 800, 000 2. 3 0 0

△ 95, 491, 940 100. 0 17, 165, 790 187, 252, 242
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92. 9 100. 0 65. 1

98. 9 99. 2 △ 0. 4

100. 0 100. 0 △ 28. 8

130. 5 92. 2 △ 8. 6

114. 0 100. 0 △ 52. 0

82. 1 100. 0 51. 6

100. 5 100. 0 2. 7

112. 1 100. 0 △ 2. 5

95. 1 98. 7 △ 0. 3

98. 1 100. 0 △ 5. 8

88. 8 100. 0 △ 2. 2

105. 6 99. 7 4. 9

150. 4 100. 0 12. 4

100. 9 100. 0 △ 7. 3

127. 9 100. 0 25. 5

100. 0 100. 0 0. 5

176. 1 100. 0 127. 0

104. 6 100. 0 △ 0. 1

108. 7 100. 0 4. 4

118. 2 100. 0 31. 6

95. 7 100. 0 △ 0. 4

対調定 C
増減率

E

99. 8 97. 7 △ 0. 1

 歳 　入 　決 　算　 額
（ 単位： 円・ ％）

決算額の各種比率

不納欠損額 収入未済額対予算 C
構成比

C - D＝E
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市民１人当たりの款別歳入決算額は、次のとおりである。 

市民１人当たりの歳入決算額は４５万５,００２円で、前年度より３１０円（０.１％）

減少している。 

 

一般会計歳入決算額市民１人当たりの額 

決　 算　 額 構成比 決　 算　 額 構成比

1 市 税 136, 888 30. 1 136, 683 30. 0 205 0. 1

2 地 方 譲 与 税 1, 539 0. 4 1, 541 0. 3 △ 2 △ 0. 1

3 利 子 割 交 付 金 253 0. 1 242 0. 1 11 4. 5

4 配 当 割 交 付 金 1, 039 0. 2 787 0. 2 252 32. 0

5 株式等譲渡所得割交付金 1, 037 0. 2 455 0. 1 582 127. 9

6 地 方 消 費 税 交 付 金 20, 229 4. 5 20, 192 4. 4 37 0. 2

7 自動車取得税交付金 882 0. 2 701 0. 2 181 25. 8

8
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金 等

27, 830 6. 1 27, 606 6. 1 224 0. 8

9 地 方 特 例 交 付 金 553 0. 1 491 0. 1 62 12. 6

10 地 方 交 付 税 37, 397 8. 2 40, 238 8. 8 △ 2, 841 △ 7. 1

11 交通安全対策特別交付金 160 0. 0 163 0. 0 △ 3 △ 1. 8

12 分 担 金 及 び 負 担 金 4, 223 0. 9 4, 013 0. 9 210 5. 2

13 使 用 料 及 び 手 数 料 6, 460 1. 4 6, 463 1. 4 △ 3 0. 0

14 国 庫 支 出 金 96, 537 21. 2 102, 165 22. 4 △ 5, 628 △ 5. 5

15 都 支 出 金 63, 066 13. 9 61, 209 13. 4 1, 857 3. 0

16 財 産 収 入 289 0. 1 296 0. 1 △ 7 △ 2. 4

17 寄 附 金 37 0. 0 77 0. 0 △ 40 △ 51. 9

18 繰 入 金 24, 267 5. 3 15, 956 3. 5 8, 311 52. 1

19 繰 越 金 19, 042 4. 2 26, 681 5. 9 △ 7, 639 △ 28. 6

20 諸 収 入 2, 740 0. 6 2, 991 0. 7 △ 251 △ 8. 4

21 市 債 10, 534 2. 3 6, 362 1. 4 4, 172 65. 6

合 計 455, 002 100. 0 455, 312 100. 0 △ 310 △ 0. 1

　 　 　 （ 単位： 円・ ％）

 款  別

前 年 度 比 較

増　 減　 額 増減率

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度年度・ 区分
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歳入決算額を自らの権限で収入する自主財源と国と都が関わり収入する依存財源に

分類すると、次のとおりである。 

当該年度の自主財源は、繰越金、諸収入等の減少があったものの、繰入金、分担金及

び負担金の増加により、前年度比１,３０９万６千円(０.１％)の増加となっている。 

一方、依存財源は、市債、都支出金、株式等譲渡所得割交付金等の増加があったものの、国庫

支出金、地方交付税等の減により、前年度比１億８５８万８千円(０.７％)の減少となっている。 

自主財源と依存財源の比率は４２.６：５７.４（％）となっている。 

 
財 源 別 収 入 状 況 （ 一 般 会 計 ） 

決　 算　 額 構成比 決　 算　 額 構成比

市 税 8, 000, 817, 280 30. 1 8, 012, 057, 944 30. 0 △ 11, 240, 664 △ 0. 1

分 担 金 及 び 負 担 金 246, 810, 855 0. 9 235, 223, 749 0. 9 11, 587, 106 4. 9

使 用 料 及 び 手 数 料 377, 573, 095 1. 4 378, 874, 571 1. 4 △ 1, 301, 476 △ 0. 3

財 産 収 入 16, 906, 602 0. 1 17, 333, 167 0. 1 △ 426, 565 △ 2. 5

寄 附 金 2, 181, 290 0. 0 4, 543, 000 0. 0 △ 2, 361, 710 △ 52. 0

繰 入 金 1, 418, 358, 147 5. 3 935, 326, 725 3. 5 483, 031, 422 51. 6

繰 越 金 1, 112, 945, 443 4. 2 1, 563, 989, 944 5. 9 △ 451, 044, 501 △ 28. 8

諸 収 入 160, 163, 039 0. 6 175, 311, 063 0. 6 △ 15, 148, 024 △ 8. 6

計 11, 335, 755, 751 42. 6 11, 322, 660, 163 42. 4 13, 095, 588 0. 1

地 方 譲 与 税 89, 975, 000 0. 4 90, 345, 000 0. 3 △ 370, 000 △ 0. 4

利 子 割 交 付 金 14, 782, 000 0. 1 14, 161, 000 0. 1 621, 000 4. 4

配 当 割 交 付 金 60, 742, 000 0. 2 46, 141, 000 0. 2 14, 601, 000 31. 6

株式等譲渡所得割交付金 60, 584, 000 0. 2 26, 694, 000 0. 1 33, 890, 000 127. 0

地 方 消 費 税 交 付 金 1, 182, 370, 000 4. 5 1, 183, 644, 000 4. 4 △ 1, 274, 000 △ 0. 1

自動車取得税交付金 51, 555, 000 0. 2 41, 081, 000 0. 2 10, 474, 000 25. 5

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金 等

1, 626, 598, 000 6. 1 1, 618, 205, 000 6. 1 8, 393, 000 0. 5

地 方 特 例 交 付 金 32, 339, 000 0. 1 28, 759, 000 0. 1 3, 580, 000 12. 4

地 方 交 付 税 2, 185, 747, 000 8. 2 2, 358, 649, 000 8. 8 △ 172, 902, 000 △ 7. 3

交通安全対策特別交付金 9, 357, 000 0. 0 9, 563, 000 0. 0 △ 206, 000 △ 2. 2

国 庫 支 出 金 5, 642, 372, 952 21. 2 5, 988, 708, 274 22. 5 △ 346, 335, 322 △ 5. 8

都 支 出 金 3, 686, 093, 926 13. 9 3, 587, 953, 132 13. 4 98, 140, 794 2. 7

市 債 615, 700, 000 2. 3 372, 900, 000 1. 4 242, 800, 000 65. 1

計 15, 258, 215, 878 57. 4 15, 366, 803, 406 57. 6 △ 108, 587, 528 △ 0. 7

26, 593, 971, 629 100. 0 26, 689, 463, 569 100. 0 △ 95, 491, 940 △ 0. 4

財源別

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 前 年 度 比 較

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

依
　
　
　
存
　
　
　
財
　
　
　
源

合　 　 　 　 　 　 計

年度・ 区分

増減率増　 減　 額

  　 　           　 （ 単位： 円・ ％）

 



現年課税分 滞納繰越分

3, 751, 706 3, 889, 950, 923 47. 5 3, 709, 489, 156 52, 125, 392

3, 397, 009 3, 541, 068, 217 43. 2 3, 372, 704, 556 51, 303, 292

354, 697 348, 882, 706 4. 3 336, 784, 600 822, 100

3, 144, 216 3, 192, 278, 529 39. 0 3, 130, 734, 962 20, 173, 013

81, 152 90, 326, 743 1. 1 84, 116, 496 1, 258, 778

439, 000 406, 771, 175 5. 0 406, 771, 175 0

597, 052 606, 638, 187 7. 4 592, 135, 603 4, 012, 705

8, 013, 126 8, 185, 965, 557 100. 0 7, 923, 247, 392 77, 569, 888

法　 　 　 　 　 人
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固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ  税

都 市 計 画 税

合　 　 　 　 　 計

　 なお、 収入済額には、 還付未済額 ５ ５ ８ 万７ , １ ９ ９ 円が含ま れている 。

 税　 目

市　  　 民　 　  税

個　 　 　 　 　 人

　 　 　 　 　 区  分

予算現額
（ 千円）

調　 定　 額
調定額
構成比

収　 　 　 　 　 　 入

第１款　市　税

　 収入済額は８ ０ 億８ １ 万７ 千円で、 前年度と 比較する と １ , １ ２ ４ 万１ 千円（ ０ . １ ％）
の減収と なっている 。
　 予算現額８ ０ 億１ , ３ １ ２ 万６ 千円に対し 、 調定額は８ １ 億８ , ５ ９ ６ 万６ 千円で、 調
定額に対する 収入率は９ ７ . ７ ％である 。
　 歳入総額２ ６ ５ 億９ , ３ ９ ７ 万２ 千円に占める 割合は３ ０ . １ ％である 。

　 各税目の収入状況は、 第３ 表のと おり である 。

第３ 表 　　　　市　税　収



計 構成比
対予算
収入率

対調定
収入率

現年課税分 滞納繰越分 計

3, 761, 614, 548 47. 0 100. 3 96. 7 10, 634, 424 60, 602, 054 57, 099, 897 117, 701, 951

3, 424, 007, 848 42. 8 100. 8 96. 7 6, 747, 995 60, 556, 754 49, 755, 620 110, 312, 374

337, 606, 700 4. 2 95. 2 96. 8 3, 886, 429 45, 300 7, 344, 277 7, 389, 577

3, 150, 907, 975 39. 4 100. 2 98. 7 2, 942, 953 18, 463, 039 19, 964, 562 38, 427, 601

85, 375, 274 1. 1 105. 2 94. 5 529, 300 2, 096, 304 2, 325, 865 4, 422, 169

406, 771, 175 5. 1 92. 7 100. 0 0 0 0 0

596, 148, 308 7. 4 99. 8 98. 3 660, 636 3, 886, 396 5, 942, 847 9, 829, 243

8, 000, 817, 280 100. 0 99. 8 97. 7 14, 767, 313 85, 047, 793 85, 333, 171 170, 380, 964
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不納欠損額

収　  　 入　  　 未　 　  済　 　  額

入　状　況 　 　 　 　 （ 単位： 円・ ％）

　 　 済　 　 　 　 　 　 　 額



各税目別を前年度と 比較する と 、 第４ 表のと おり である 。

収入

金 額 う ち還付未済額 金 額

8, 009, 021 7, 923, 247 5, 361 98. 9 726 85, 048 8, 012, 399 7, 924, 296

3, 770, 425 3, 709, 489 5, 160 98. 4 334 60, 602 3, 770, 577 3, 708, 942

個        人 3, 433, 595 3, 372, 704 1, 042 98. 2 334 60, 557 3, 407, 891 3, 350, 414

法        人 336, 830 336, 785 4, 118 100. 0 0 45 362, 686 358, 528

3, 149, 527 3, 130, 735 117 99. 4 329 18, 463 3, 132, 644 3, 112, 486

3, 086, 047 3, 067, 255 117 99. 4 329 18, 463 3, 067, 008 3, 046, 850

63, 480 63, 480 100. 0 65, 636 65, 636

86, 213 84, 116 59 97. 6 0 2, 097 82, 073 79, 963

406, 771 406, 771 100. 0 435, 668 435, 668

596, 085 592, 136 25 99. 3 63 3, 886 591, 437 587, 237

176, 944 77, 570 226 43. 8 14, 041 85, 333 190, 678 87, 762

8, 185, 965 8, 000, 817 5, 587 97. 7 14, 767 170, 381 8, 203, 077 8, 012, 058

税目

市     民     税

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

国 有 資 産 等 所 在
市 町 村 交 付 金

軽 自 動 車 税

市 た ば こ  税

都 市 計 画 税

滞 納 繰 越 分

合 計

　 収入未済額は、 現年課税分が８ , ５ ０ ４ 万８ 千円、 滞納繰越分が８ , ５ ３ ３ 万３ 千円で、
総額１ 億７ , ０ ３ ８ 万１ 千円と なり 、 前年度よ り ３ ８ ２ 万１ 千円（ ２ . ２ ％) 減少し ている 。
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調定額

現  年  課  税  分

調定額
収入済額

収入率 不納欠損額 収入未済額

             　  　  税　目　別　前　年

第４ 表

年度・ 区分

平　 成　 29　 年　 度    　 平　 成



済額
う ち還付未済額

2, 664 98. 9 371 87, 732 △ 3, 378 0. 0 △ 1, 049 0. 0 355 95. 7 △ 2, 684 △ 3. 1

2, 491 98. 4 341 61, 294 △ 152 0. 0 547 0. 0 △ 7 △ 2. 1 △ 692 △ 1. 1

1, 923 98. 3 341 57, 136 25, 704 0. 8 22, 290 0. 7 △ 7 △ 2. 1 3, 421 6. 0

568 98. 9 0 4, 158 △ 25, 856 △ 7. 1 △ 21, 743 △ 6. 1 0 0. 0 △ 4, 113 △ 98. 9

121 99. 4 0 20, 158 16, 883 0. 5 18, 249 0. 6 329 皆増 △ 1, 695 △ 8. 4

121 99. 3 0 20, 158 19, 039 0. 6 20, 405 0. 7 329 皆増 △ 1, 695 △ 8. 4

100. 0 △ 2, 156 △ 3. 3 △ 2, 156 △ 3. 3

18 97. 4 30 2, 080 4, 140 5. 0 4, 153 5. 2 △ 30 皆減 17 0. 8

100. 0 △ 28, 897 △ 6. 6 △ 28, 897 △ 6. 6

34 99. 3 0 4, 200 4, 648 0. 8 4, 899 0. 8 63 皆増 △ 314 △ 7. 5

129 46. 0 16, 446 86, 470 △ 13, 734 △ 7. 2 △ 10, 192 △ 11. 6 △ 2, 405 △ 14. 6 △ 1, 137 △ 1. 3

2, 793 97. 7 16, 817 174, 202 △ 17, 112 △ 0. 2 △ 11, 241 △ 0. 1 △ 2, 050 △ 12. 2 △ 3, 821 △ 2. 2

増減率増減額 増減率
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増減額 増減率 増減額 増減率 増減額収入率 不納欠損額 収入未済額

度　比　較　表

　 　 　 　 　 　 　 （ 単位： 千円・ ％）

28　 年　 度
前 年 度 比 較

調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
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市税決算額の市民 1 人当たりの額は、次のとおりである。 

 

当年度は１３万６,８８８円で、前年度より２０５円（０.１％）増加した。増加した主

なものは、固定資産税３２９円（０.６％）、市民税１８６円（０.３％）等となっている。 

 
市 税 決 算 額 の 市 民 1 人 当 た り の 額 

市 民 1 人

当たり の額

64, 358 47. 0 47. 0 0. 3

個 人 58, 582 42. 8 42. 5 1. 0

法 人 5, 776 4. 2 4. 5 △ 6. 1

53, 910 39. 4 39. 2 0. 6

1, 461 1. 1 1. 0 5. 8

6, 959 5. 1 5. 4 △ 6. 4

10, 200 7. 4 7. 4 0. 8

136, 888 100. 0 100. 0 0. 1

（ 単位： 円・ ％）
　 　 　 　 年度 平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 前 年 度 比 較

増 減 額 増 減 率構 成 比
　 　 　 　 区分

△ 374

構 成 比
市 民 1 人

税  目 当たり の額

186

市 た ば こ 税 7, 432

58, 022 560

329

市 民 税 64, 172

固 定 資 産 税 53, 581

6, 150

軽 自 動 車 税 1, 381 80

205合     計 136, 683

都 市 計 画 税 10, 117

△ 473

83

 
市税の税目別収入率の比較は、次に示すとおりで、全体の収入率は９７.７％で、

前年度と同率である。 

現年課税分は９８.９％で、前年度と同率である。 

滞納繰越分は４３.８％で、前年度より２.２ポイント下回っている。 

 

   東京都２６市の市税収入実績は、第５参考資料の別表１（Ｐ８０～Ｐ８１)記載の

とおりで、平均収入率は９８.２％である。 

 

税 目 別 収 入 率 の 推 移 

98. 4

99. 4

97. 6

100. 0

99. 3

98. 9

（ 単位： ％）
　 　 　 区分 現　 年　 課　 税　 分 滞　 納　 繰　 越　 分 合 計

45. 4

平成28年度 平成29年度

96. 7

平成28年度
税  目

　 　 　 　 年度
平成29年度 平成28年度 平成29年度

96. 8市 民 税 98. 4 43. 6

固 定 資 産 税 99. 4 47. 2 49. 0 98. 7 98. 4

市 た ば こ 税 100. 0 ― ―

軽 自 動 車 税 97. 4 30. 6 27. 9 94. 5 94. 6

100. 0 100. 0

98. 3 98. 0

97. 7 97. 7

都 市 計 画 税 99. 3

合 計 98. 9 43. 8 46. 0

38. 0 43. 0

 



1, 164, 672 40 293, 565 8 9, 176, 187 140 10, 634, 424 188

個 人 1, 064, 672 38 293, 565 8 5, 389, 758 124 6, 747, 995 170

法 人 100, 000 2 0 0 3, 786, 429 16 3, 886, 429 18

29 382, 432 20 6, 616 2 2, 553, 905 26 2, 942, 953 48

109, 200 39 16, 400 4 403, 700 82 529, 300 125

79, 568 20 1, 084 2 579, 984 26 660, 636 48

1, 735, 872 119 317, 665 16 12, 713, 776 274 14, 767, 313 409

1, 441, 815 41 1, 423, 962 36 5, 128, 049 101 7, 993, 826 178

個 人 1, 341, 815 39 1, 326, 962 34 3, 684, 946 82 6, 353, 723 155

法 人 100, 000 2 97, 000 2 1, 443, 103 19 1, 640, 103 23

28 550, 123 22 151, 587 11 6, 283, 595 46 6, 985, 305 79

86, 400 27 14, 400 4 341, 500 110 442, 300 141

129, 577 22 48, 346 11 1, 217, 384 46 1, 395, 307 79

2, 207, 915 112 1, 638, 295 62 12, 970, 528 303 16, 816, 738 477

△ 277, 143 △ 1 △ 1, 130, 397 △ 28 4, 048, 138 39 2, 640, 598 10

△ 19. 2 △ 2. 4 △ 79. 4 △ 77. 8 78. 9 38. 6 33. 0 5. 6

△ 277, 143 △ 1 △ 1, 033, 397 △ 26 1, 704, 812 42 394, 272 15

△ 20. 7 △ 2. 6 △ 77. 9 △ 76. 5 46. 3 51. 2 6. 2 9. 7

0 0 △ 97, 000         皆減△ 2 2, 343, 326 △ 3 2, 246, 326 △ 5

0. 0 0. 0 皆減 皆減 162. 4 △ 15. 8 137. 0 △ 21. 7

△ 167, 691 △ 2 △ 144, 971 △ 9 △ 3, 729, 690 △ 20 △ 4, 042, 352 △ 31

△ 30. 5 △ 9. 1 △ 95. 6 △ 81. 8 △ 59. 4 △ 43. 5 △ 57. 9 △ 39. 2

22, 800 12 2, 000 0 62, 200 △ 28 87, 000 △ 16

26. 4 44. 4 13. 9 0. 0 18. 2 △ 25. 5 19. 7 △ 11. 3

△ 50, 009 △ 2 △ 47, 262 △ 9 △ 637, 400 △ 20 △ 734, 671 △ 31

△ 38. 6 △ 9. 1 △ 97. 8 △ 81. 8 △ 52. 4 △ 43. 5 △ 52. 7 △ 39. 2

△ 472, 043 7 △ 1, 320, 630 △ 46 △ 256, 752 △ 29 △ 2, 049, 425 △ 68

△ 21. 4 6. 3 △ 80. 6 △ 74. 2 △ 2. 0 △ 9. 6 △ 12. 2 △ 14. 3

　 不納欠損額の内訳は、 次に示すと おり で、 総額１ , ４ ７ ６ 万７ 千円と なっており 、 前年度よ り
２ ０ ４ 万９ 千円 （ １ ２ . ２ ％） の減少と なった。

人 数 増減額 ( 円） 人 数

税 目 増 減 率 （ ％ ） 増 減 率 （ ％ ） 増 減 率 （ ％ ） 増 減 率 （ ％ ）

増減額 ( 円） 人 数 増減額 ( 円）

前

年

度

比

較

区 分 増減額 ( 円） 人 数

都市計画税

合 計

固定資産税

年
度

軽自動車税

都市計画税

合 計

市 民 税

個 人

法 人

固定資産税

軽自動車税

年
度

軽自動車税

都市計画税

合 計

平
成

市 民 税

税 額 人 数 税 額 人 数

市 民 税

固定資産税

平
成

第１ ５ 条の７ 第４ 項 第１ ５ 条の７ 第５ 項

（ ５ 年 消 滅 ） （ ３ 年 消 滅 ） （ 即 日 消 滅 ）

税　 目 税 額 人 数 税 額 人 数

年
　
度

区　 分 地　  　 　 　 　 　 　 方　  　 　 　 　 　 　 税　 　 　 　 　 　 　  法

合 計第 １ ８ 条 第 １ 項

税 目 別 不 納 欠 損 額 内 訳

（ 単位： 円）

- 25 -
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第２款 地方譲与税 

決算額８,９９７万５千円は、予算現額に対し９５.７％の収入率である。 

前年度と比較すると３７万円（０.４％）減少している。収入内訳は、地方揮発油譲与税 

２,６０７万円、自動車重量譲与税６,３９０万５千円である。 

 

第３款 利子割交付金 

 決算額１,４７８万２千円は、予算現額に対し１０８.７％の収入率である。 

前年度と比較すると６２万１千円（４.４％）増加している。 

 

第４款 配当割交付金 

決算額６,０７４万２千円は、予算現額に対し１１８.２％の収入率である。 

前年度と比較すると１,４６０万１千円（３１.６％）増加している。 

 

第５款 株式等譲渡所得割交付金 

 決算額６,０５８万４千円は、予算現額に対し１７６.１％の収入率である。 

前年度と比較すると３,３８９万円（１２７.０％）増加している。 

 

第６款 地方消費税交付金 

 決算額１１億８,２３７万円は、予算現額に対し１０４.６％の収入率である。 

前年度と比較すると１２７万４千円（０.１％）減少している。 

 

第７款 自動車取得税交付金 

 決算額５,１５５万５千円は、予算現額に対し１２７.９％の収入率である。 

前年度と比較すると１,０４７万４千円（２５.５％）増加している。 

 

第８款 国有提供施設等所在市町村助成交付金等 

 決算額１６億２,６５９万８千円は、予算現額に対し１００.０％の収入率である。 

前年度と比較すると８３９万３千円（０.５％）増加し、歳入総額の６.１％を占めている。 

 

第９款 地方特例交付金 

 決算額３,２３３万９千円は、予算現額に対し１５０.４％の収入率である。 

前年度と比較すると３５８万円（１２.４％）増加している。 
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第１０款 地方交付税 

 決算額２１億８,５７４万７千円は、予算現額に対し１００.９％の収入率である。 

前年度と比較すると１億７,２９０万２千円（７.３％）減少し、歳入総額の８.２％を占めている。 

内訳は、普通交付税が１８億７,５８２万９千円で、前年度と比較すると８６９万８千円 

（０.５％）増加し、特別交付税は３億９９１万８千円で、前年度と比較すると１億８,１６０万円

（３６.９％）減少している。 

 

地方交付税の内訳は、次のとおりである。 

 

地 方 交 付 税 の 内 訳 

△ 1. 1

△ 1. 5

0. 4

0. 5

△ 36. 9

　  ※基準財政需要額及び基準財政収入額は、錯誤額を含む。

△ 181, 600

△ 95, 171

△ 103, 492

8, 321

前 年 度 比 較

区　 分 増 減 額 増 減 率

1, 874, 484

基 準 財 政 収 入 額

（ 単位： 千円・ ％）

8, 698

基 準 財 政 需 要 額 8, 843, 240 8, 938, 411

　 　 　 　 　 　 　 年　 度
平 成 29 年 度 平 成 28 年 度

交 付 基 準 額 1, 882, 805

6, 960, 435 7, 063, 927

特 別 交 付 税 309, 918 491, 518

普 通 交 付 税 1, 875, 829 1, 867, 131

 
 
 

第１１款 交通安全対策特別交付金 

決算額９３５万７千円は、予算現額に対し８８.８％の収入率である。 

前年度と比較すると２０万６千円（２.２％）減少している。 

 

第１２款 分担金及び負担金 

決算額２億４,６８１万１千円は、予算現額に対し１０５.６％の収入率である。 

前年度と比較すると１,１５８万７千円（４.９％）増加している。 

 

調定額に対する収入率は９９.７％で、収入未済額は皆減となっている。 

 

保育料の収入状況は、次のとおりである。 

 

保育料（保育所入所児童保護者負担金）収入状況 

現 年 度 分 218, 887, 890 100. 0

29 滞納繰越分 97, 400 100. 0

計 218, 985, 290 100. 0

現 年 度 分 209, 481, 600 100. 0

28 滞納繰越分 30, 300 100. 0

計 209, 511, 900 100. 0

31 30, 300 0 0

199, 678 209, 414, 500 0 97, 400

0

199, 647 209, 384, 200 0 97, 400

205, 504 218, 985, 290 0

0

― 97, 400 0 0

205, 504 218, 887, 890 0

（ 単位： 円・ ％）

区　 　 　 分
予算現額

調　 定　 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収入率
（ 千円）

平
成

年
度

平
成

年
度  
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育成料の収入状況は、次のとおりである。 
 

育成料(学童クラブ入所児童保護者負担金）収入状況 

予算現額

( 千円）

現 年 度 分 28, 135 27, 380, 600 27, 380, 600 0 0 100. 0

29 滞納繰越分 - - - - - -

計 28, 135 27, 380, 600 27, 380, 600 0 0 100. 0

現 年 度 分 18, 974 24, 832, 300 24, 832, 300 0 0 100. 0

28 滞納繰越分 - - - - - -

計 18, 974 24, 832, 300 24, 832, 300 0 0 100. 0

（ 単位： 円・ ％）

区　 　 　 　 　 分 調　 定　 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

平
成

年
度

平
成

年
度

 

第１３款 使用料及び手数料 

決算額は３億７,７５７万３千円で、予算現額に対し９５.１％の収入率である。前年度と比較す

ると１３０万１千円（０.３％）減少している。調定額に対する収入率は９８.７％である。 

決算額のうち、使用料は１億８,６１４万７千円で、前年度と比較すると３８４万７千円（２.１％）増加

している。そのうち市営住宅使用料の収入額は８,０３５万７千円で、前年度と比較すると４７３万３千円 

（６.３％）増加している。 

決算額のうち、手数料は１億９,１４２万６千円で、前年度と比較すると５１４万９千円 

（２.６％）減少している。そのうち塵芥処理手数料の収入額は１億６,２３５万５千円で、前年度

と比較すると４０１万５千円（２.４％）の減少となっている。 

 

市営住宅使用料の収入状況は、次のとおりである。 

 

市 営 住 宅 使 用 料 収 入 状 況 

予算現額

( 千円）

現 年 度 分 79, 449 81, 250, 900 79, 596, 300 0 1, 654, 600 98. 0

29 滞納繰越分 0 3, 751, 300 761, 100 0 2, 990, 200 20. 3

計 79, 449 85, 002, 200 80, 357, 400 0 4, 644, 800 94. 5

現 年 度 分 80, 143 76, 233, 200 74, 997, 700 0 1, 235, 500 98. 4

28 滞納繰越分 0 3, 728, 600 626, 300 586, 500 2, 515, 800 16. 8

計 80, 143 79, 961, 800 75, 624, 000 586, 500 3, 751, 300 94. 6

（ 単位： 円・ ％）

区　 　 　 　 　 分 調　 定　 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

平
成

年
度

平
成

年
度
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第１４款 国庫支出金 

決算額は５６億４,２３７万３千円で、予算現額に対し９８.１％の収入率である。歳入総額の

２１.２％を占めている。これを負担金、補助金及び委託金別に前年度と比較すると、次のとおり

である。 

3, 558, 925 63. 1 3. 1

2, 061, 367 36. 5 △ 18. 0

22, 081 0. 4 △ 6. 0

5, 642, 373 100. 0 △ 5. 8

△ 453, 213

△ 346, 335

△ 1, 402

108, 280

　 　 　 （ 単位： 千円・ ％）
年  度

平成29年度 構成比 平成28年度 構成比
区  分

増減率

負 担 金 3, 450, 645 57. 6

増　 減　 額

合 計 5, 988, 708 100. 0

補 助 金 2, 514, 580 42. 0

委 託 金 23, 483 0. 4

 
負担金、補助金及び委託金の目的別歳入の内訳は、次のとおりである。 

負 担 金

－
3, 557, 818

1, 107

－
－
－
－
－
－

3, 558, 925

3, 450, 645平 成 28 年 度 2, 514, 580 23, 483 5, 988, 708

合 計 2, 061, 367 22, 081 5, 642, 373 5, 988, 708

402, 200
特 定 防 衛 施 設 周 辺
整 備 調 整 交 付 金 512, 215 － 512, 215

103, 776

814, 955 － 814, 955

再 編 交 付 金 － － －

－ － －

1, 192, 083

教 育 費 104, 707 － 104, 707 88, 374

消 防 費

444, 644 19, 755 4, 022, 217

－
土 木 費 172, 704 － 172, 704 177, 304

商 工 費

　 　 　 （ 単位： 千円）
年  度 平　 　 成　 　 　 29　 　 　 年　 　 度

平成28年度
区  分

2, 755衛 生 費 571 － 1, 678

補 助 金 委 託 金 合 計

3, 979, 019

総 務 費 11, 571 2, 326 13, 897 43, 197

民 生 費

 
 

収入額を前年度と比較すると３億４,６３３万５千円（５.８％）減少している。 

 

そのうち負担金は、主に、児童手当負担金９３１万８千円（１.７％）、育成医療費助成事業負担金 

２３１万５千円（７３.８％）、生活困窮者自立相談支援事業費等負担金１５１万５千円（１６.８％）等によ

り減少しているが、子どものための教育・保育給付費負担金５,１２８万６千円（９.４％）、介護給付費負

担金２,２４２万８千円（１０.４％）、障害児通所支援負担金１,９３１万１千円（７１.１％）等の増によ

り、負担金全体では、１億８２８万円（３.１％）増加している。 

 

 補助金は、特定防衛施設周辺整備調整交付金１億１,００１万５千円（２７.４％）、防災・安全交付金（ま

ちづくり計画課）６,３０５万８千円（１３４.６％）、学校給食センター解体除却事業補助金 

４,１２５万２千円（皆増）等により増加しているが、防災食育センター整備事業補助金 

３億７,７１２万８千円（３１.６％）、再編交付金１億３７７万６千円（皆減）、防衛施設周辺道路整備事

業補助金８,５９１万３千円（皆減）等の減により４億５,３２１万３千円（１８.０％）減少している。 

 

委託金は、国民年金事務費委託金７８万３千円（３.９％）、中国残留邦人支援相談員事務委託金

７４万円（７８.３％）等により、１４０万２千円（６.０％）減少している。 
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第１５款 都支出金 

決算額は３６億８,６０９万４千円で、予算現額に対し１００.５％の収入率である。歳入総額の

１３.９％を占めている。これを負担金、補助金及び委託金別に前年度と比較すると、次のとおり

である。 

1, 261, 512 34. 2 3. 4

2, 229, 890 60. 5 3. 3

194, 692 5. 3 △ 7. 0

3, 686, 094 100. 0 2. 7合 計 3, 587, 953 100. 0 98, 141

委 託 金 209, 384 5. 8 △ 14, 692

補 助 金 2, 157, 974 60. 2 71, 916

負 担 金 1, 220, 595 34. 0 40, 917

（ 単位： 千円・ ％）

構成比
区  分

年  度
平成29年度 構成比 平成28年度 増　 減　 額 増減率

 
   負担金、補助金及び委託金の目的別歳入の内訳は、次のとおりである。 

負 担 金

－
1, 260, 958

554

－
－
－
－
－

1, 261, 512

1, 220, 595

　 　 　 （ 単位： 千円）
年  度 平　 　 成　 　 　 29　 　 　 年　 　 度

平成28年度
区  分 補 助 金 委 託 金 合 計

1, 384, 513

民 生 費 806, 369 2, 768 2, 070, 095 1, 968, 413

総 務 費 1, 242, 103 135, 529 1, 377, 632

41, 339

農 林 水 産 業 費 757 － 757 744

衛 生 費 21, 461 22, 271 44, 286

37, 665

土 木 費 73, 750 1, 117 74, 867 45, 236

商 工 費 39, 484 － 39, 484

合 計 2, 229, 890 194, 692 3, 686, 094 3, 587, 953

教 育 費 45, 966 33, 007 78, 973 109, 402

消 防 費 － － － 641

平 成 28 年 度 2, 157, 974 209, 384 3, 587, 953

  
収入額を前年度と比較すると９,８１４万１千円（２.７％）増加している。 

 
そのうち負担金は、主に国民健康保険保険基盤安定負担金４６６万４千円（３.０％）、育成医

療費助成事業負担金３４４万７千円（９６.３％）、児童手当負担金１８８万１千円（１.６％）等

が減少しているが、子どものための教育・保育給付費負担金２,６５１万８千円（９.７％）、訓練

等給付費負担金１,２５４万円（２０.７％）、障害児通所支援負担金９４４万２千円（６９.５％）等の

増により４,０９１万７千円（３.４％）増加している。 
 

補助金は、体育館非構造部材落下防止対策事業補助金３,１７７万８千円（８２.６％）、子ども家

庭支援区市町村包括補助事業補助金２,３８９万８千円（３０.５％）等が減少しているが、待機児童

解消区市町村支援事業補助金７,９７６万円（１,８５７.５％）、都市計画費補助金の市町村土木補助

事業補助金（まちづくり計画課）４,４９６万１千円（皆増）、保育士等キャリアアップ補助金 

１,１２６万９千円（１１８.６％）等の増により７,１９１万６千円（３.３％）増加している。 

 

  委託金は、衆議院議員選挙費委託金１,９６５万５千円（皆増）、都議会議員選挙費委託金 

１,６０６万５千円（皆増）等が増加しているが、都知事選挙費委託金２,５６８万１千円（皆減）、

参議院議員選挙費委託金１,９４４万９千円（皆減）等の減により１,４６９万２千円（７.０％）減少して

いる。 
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第１６款 財産収入 

決算額は１,６９０万７千円で、予算現額に対し１１２.１％の収入率である。 

前年度と比較すると４２万７千円（２.５％）減少している。 

主な内容は、土地建物貸付収入９５万８千円（６.５％）等の減により減少している。 

 

 第１７款 寄附金 

決算額は２１８万１千円で、前年度と比較すると２３６万２千円（５２.０％）減少している。 

主な内容は、その他まちづくり寄附金２８１万２千円（８１.３％）等の減により減少してい

る。 

 

 第１８款 繰入金 

  決算額は１４億１,８３５万８千円で、前年度と比較すると４億８,３０３万１千円 

（５１.６％）増加している。 

   主なものとして、財政調整基金繰入金２億８,０００万円（皆減）、後期高齢者医療特別会計繰

入金２８０万２千円（１３.７％）、介護保険特別会計繰入金１７３万８千円（１４.６％）が減

少しているが、特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金繰入金３億４,３３６万３千円 

（１５９.４％）、国民健康保険特別会計繰入金２億８,６７１万９千円（４,２４０.６％）、再編

交付金事業基金繰入金７,６５９万２千円（３８.７％）等の増により増加している。 

 

 第１９款 繰越金 

  前年度からの繰越金は１１億１,２９４万５千円である。 

前年度と比較すると４億５,１０４万５千円（２８.８％）減少している。 

 

 第２０款 諸収入 

 決算額は１億６,０１６万３千円で、予算現額に対し１３０.５％の収入率である。前年度と

比較すると１,５１４万８千円（８.６％）減少している。 

主なものとして、資源売払収入１,２８６万２千円（２３.１％）、育成医療費助成事業国庫

負担金４０１万９千円（皆増）、生活保護費弁償金２５５万１千円（２２.９％）等が増加して

いるが、スポーツ振興くじ助成金１,６００万円（皆減）、生活保護医療扶助費国庫負担金 

１,１８７万７千円（皆減）、市税延滞金４４４万１千円（２６.８％）等の減により減少して

いる。 

 

  諸収入の項別内訳は、次のとおりである。 

12, 100 7. 6 16, 541 9. 4 △ 4, 441 △ 26. 8

81 0. 0 106 0. 1 △ 25 △ 23. 6

147, 982 92. 4 158, 664 90. 5 △ 10, 682 △ 6. 7

160, 163 100. 0 175, 311 100. 0 △ 15, 148 △ 8. 6

（ 単位： 千円・ ％）

雑 入

年　 度
平成29年度 平成28年度

　 項　 別

合 計

延滞金・ 加算金及び過料

市 預 金 利 子

増 減 額 増減率構成比 構成比
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第２1款 市  債 

決算額は６億１,５７０万円で、前年度と比較すると２億４,２８０万円（６５.１％）増加して

いる。 

なお、借入額は、防災食育センター整備事業債１億７,３００万円、都市計画道路３・４・７号富

士見通り線整備事業債２,８６０万円、小学校体育館非構造部材落下防止対策事業債１,４１０万円、

臨時財政対策債４億円で、歳入総額に占める割合は２.３％である。 

 

市債残高の状況は、次のとおりである。 

 

市 債 残 高 の 状 況 （ 一 般 会 計 ） 
（ 単位： 千円）

平 成 28 年 度末 平 成 29 年 度 平 成 29 年 度 平 成 29 年 度 末

現 在 高 借 入 額 元 金 償 還 額 現 在 高

総 務 債 189, 690 0 18, 060 171, 630

土 木 事 業 債 1, 537, 557 28, 600 255, 741 1, 310, 416

公 営 住 宅 債 571, 358 0 41, 722 529, 636

消 防 事 業 債 357, 327 173, 000 5, 565 524, 762

義 務 教 育 事 業 債 89, 000 14, 100 0 103, 100

社 会 教 育 事 業 債 24, 714 0 2, 442 22, 272

住 民 税 等 減 税 補 填 債 407, 385 0 81, 867 325, 518

臨 時 税 収 補 填 債 8, 407 0 8, 407 0

臨 時 財 政 対 策 債 4, 072, 327 400, 000 310, 949 4, 161, 378

7, 257, 765 615, 700 724, 753 7, 148, 712

財 務 省 3, 573, 874 442, 700 317, 984 3, 698, 590

郵 便 貯 金 ・ 簡 易
生 命 保 険 管 理 機 構

1, 312, 607 0 217, 914 1, 094, 693

東 京 都 1, 064, 259 173, 000 101, 777 1, 135, 482

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 1, 101, 143 0 65, 814 1, 035, 329

東京都区市町村振興協会 16, 192 0 3, 204 12, 988

東京都市町村職員共済組合 189, 690 0 18, 060 171, 630

7, 257, 765 615, 700 724, 753 7, 148, 712

借

入

先

別

合 計

年　 度

区　 分

目

的

別

合 計
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（３）歳出の状況 

 
当年度の歳出額は２６０億５,７４６万９千円で、前年度と比較すると４億８,０９５万１千円

（１.９％）増加している。予算の執行状況をみると、総体で９６.９％の執行率である。 

各款別決算状況は、第５表（Ｐ３４～Ｐ３５）記載のとおりである。 
 
歳出決算額を款別に前年度と比較すると、増加した主な科目は、教育費５億１,２６０万円（１８.９％）、

民生費２億７,７４０万５千円（２.４％）、土木費１億５,６５０万４千円（１０.５％）、衛生費

４,９９２万８千円（２.４％）等である。 
 

一方、減少した科目は、消防費４億５,５０６万２千円（１８.２％）、総務費４,８４２万２千円 

（２.１％）、公債費１,５４８万４千円（１.９％）、議会費７０６万２千円（２.５％）等である。 
  
決算額に占める構成比の高い科目は、民生費４５.７％、教育費１２.４％、総務費８.８％、衛生

費８.３％、消防費７.９％等の順になっている。前年度と比較すると教育費１.８ポイント、土木費

０.５ポイント、民生費０.２ポイント等の比率が上回り、消防費１.９ポイント、総務費０.４ポイン

ト、公債費０.１ポイント、諸支出金０.１ポイント等の比率が下回っている。 

 

市民１人当たりの款別歳出決算額は、次のとおりである。 

市民１人当たりの歳出決算額は４４万５,８２３円で、前年度より９,４９８円（２.２％）

増加している。 

 

一般会計歳出決算市民 1 人当たりの額 

決算額 構成比 決算額 構成比

1 議 会 費 4, 691 1. 0 4, 797 1. 1 △ 106 △ 2. 2

2 総 務 費 39, 345 8. 8 40, 057 9. 2 △ 712 △ 1. 8

3 民 生 費 203, 992 45. 7 198, 668 45. 5 5, 324 2. 7

4 衛 生 費 36, 879 8. 3 35, 920 8. 2 959 2. 7

5 農林水産業費 770 0. 2 731 0. 2 39 5. 3

6 商 工 費 4, 268 1. 0 4, 271 1. 0 △ 3 △ 0. 1

7 土 木 費 28, 225 6. 3 25, 473 5. 8 2, 752 10. 8

8 消 防 費 35, 064 7. 9 42, 725 9. 8 △ 7, 661 △ 17. 9

9 教 育 費 55, 245 12. 4 46, 340 10. 6 8, 905 19. 2

10 公 債 費 13, 336 3. 0 13, 562 3. 1 △ 226 △ 1. 7

11 諸 支 出 金 24, 008 5. 4 23, 781 5. 5 227 1. 0

合 計 445, 823 100. 0 436, 325 100. 0 9, 498 2. 2

 款　別

（ 単位： 円・ ％）

前 年 度 比 較平 成 29 年 度 平 成 28 年 度

増　 減　 額 増減率

年　度

 



予　 算　 現　 額 決　 　 算　 　 額 執 行 率 構 成 比

1 議 会 費 284, 540, 000 274, 150, 422 96. 3 1. 0

2 総 務 費 2, 396, 867, 000 2, 299, 664, 965 95. 9 8. 8

3 民 生 費 12, 283, 268, 000 11, 922, 900, 473 97. 1 45. 7

4 衛 生 費 2, 217, 224, 000 2, 155, 498, 888 97. 2 8. 3

5 農 林 水 産 業 費 45, 098, 000 45, 026, 008 99. 8 0. 2

6 商 工 費 264, 052, 000 249, 480, 155 94. 5 1. 0

7 土 木 費 1, 702, 737, 000 1, 649, 691, 026 96. 9 6. 3

8 消 防 費 2, 056, 495, 000 2, 049, 393, 510 99. 7 7. 9

9 教 育 費 3, 403, 555, 000 3, 228, 966, 653 94. 9 12. 4

10 公 債 費 785, 038, 000 779, 473, 693 99. 3 3. 0

11 諸 支 出 金 1, 403, 227, 000 1, 403, 223, 100 100. 0 5. 4

12 予 備 費 53, 326, 000 0 0. 0 0. 0

合 計 26, 895, 427, 000 26, 057, 468, 893 96. 9 100. 0
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 款  別

第５ 表
一 般 会 計 歳 出 決

       　 　  年　 度・ 区　 分
平　 　 成　 　 29　 　 年　 　 度



予　 算　 現　 額 決　 　 算　 　 額 執 行 率 構 成 比

291, 078, 000 281, 212, 812 96. 6 1. 1 △ 7, 062, 390 △ 2. 5

2, 458, 038, 000 2, 348, 087, 215 95. 5 9. 2 △ 48, 422, 250 △ 2. 1

12, 145, 982, 000 11, 645, 495, 918 95. 9 45. 5 277, 404, 555 2. 4

2, 201, 439, 000 2, 105, 570, 696 95. 6 8. 2 49, 928, 192 2. 4

42, 927, 000 42, 843, 993 99. 8 0. 2 2, 182, 015 5. 1

258, 109, 000 250, 355, 031 97. 0 1. 0 △ 874, 876 △ 0. 3

1, 637, 549, 000 1, 493, 187, 270 91. 2 5. 8 156, 503, 756 10. 5

2, 506, 657, 000 2, 504, 455, 725 99. 9 9. 8 △ 455, 062, 215 △ 18. 2

2, 841, 508, 000 2, 716, 366, 966 95. 6 10. 6 512, 599, 687 18. 9

803, 929, 000 794, 958, 031 98. 9 3. 1 △ 15, 484, 338 △ 1. 9

1, 394, 433, 000 1, 393, 984, 469 100. 0 5. 5 9, 238, 631 0. 7

74, 762, 000 0 0. 0 0. 0 0

26, 656, 411, 000 25, 576, 518, 126 95. 9 100. 0 480, 950, 767 1. 9

―
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決 算 額 増 減 増 減 率

算 年 度 別 比 較 表 （ 単位： 円・ ％）

平　 　 成　 　 28　 　 年　 　 度 前　 年　 度　 比　 較
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第１款 議会費 
 

決算額は２億７,４１５万円で、執行率は９６.３％である。これを前年度と比較すると 

７０６万２千円（２.５％）減少している。主なものとして、議場放送設備機器借上料２６０万円

（５０.０％）、議会事務嘱託員報酬１５２万８千円（皆増）等が増加しているが、職員人件費 

９５５万９千円（１６.３％）、パートタイマー賃金１３７万円（皆減）等が減少している。 

 

第２款 総務費 
 

決算額は２２億９,９６６万５千円で、歳出総額の８.８％を占め、前年度と比較すると 

４,８４２万２千円（２.１％）減少している。執行率は９５.９％である。 

 

決算額を項別に前年度と比較すると、次のとおりである。 

項　 別

総 務 管 理 費 1, 618, 176 1, 651, 713 △ 33, 537 △ 2. 0

徴 税 費 345, 683 333, 738 11, 945 3. 6

戸籍住民基本台帳費 228, 335 224, 750 3, 585 1. 6

選 挙 費 64, 751 91, 265 △ 26, 514 △ 29. 1

統 計 調 査 費 17, 603 19, 150 △ 1, 547 △ 8. 1

監 査 委 員 費 25, 117 27, 471 △ 2, 354 △ 8. 6

合 計 2, 299, 665 2, 348, 087 △ 48, 422 △ 2. 1

年　 度

（ 単位： 千円・ ％）

平成 29 年度 平成 28 年度 増 減 率増　 減　 額

 

総務費の４９.５％は職員人件費である。不用額は９,７２０万２千円生じており、そのうち、多

い項目は総務管理費６,２２９万５千円、次いで戸籍住民基本台帳費１,３６４万１千円である。 

 

項別にみると、総務管理費の決算額は１６億１,８１７万６千円で、前年度と比較すると 

３,３５３万７千円（２.０％）減少している。 

 主なものとして、もくせい会館建設事業の工事請負費１億１,２２８万８千円（６２.７％）、輝き市

民サポートセンター運営委託料９０２万９千円（皆増）、もくせい会館管理事務８７９万７千円 

（皆増）等が増加したが、基幹系システム管理事務の電算機更新委託料６,１１２万８千円（皆減）、

町会等活動支援事務の会館建設費補助金３,５００万円（皆減）、自転車等駐車場管理事務の予算組

替えによる減２,５５７万１千円（皆減）、職員人件費１,５８８万円（２.１％）、ホームページ管

理事務のシステム改良委託料１,１９６万１千円（皆減）等が減少している。 

 

徴税費の決算額は３億４,５６８万３千円で、前年度と比較すると１,１９４万５千円（３.６％）増

加している。 

主なものとして、土地評価業務委託料１,３３９万４千円（８２.１％）、申告会場等整理案内

業務委託料２０万７千円（２３.３％）等が減少しているが、還付金及び還付加算金 

１,５６６万９千円（５６.６％）、市民税事務のシステム改良委託料３７８万５千円（３５７.７％） 

等が増加している。 

 

戸籍住民基本台帳費の決算額は２億２,８３３万５千円で、前年度と比較すると３５８万５千円（１.６％）増

加している。 

主なものとして、職員人件費５６７万４千円（５.２％）、番号制度事業負担金４６６万５千円 

（５０.９％）、瑞穂斎場組合負担金１６０万３千円（２.９％）等が減少しているが、証明書等コン

ビニ交付事務１,４４１万２千円（皆増）、住民基本台帳事務のシステム改良委託料９１万８千円 

（皆増）、窓口事務の一般事務嘱託員報酬８２万円（４.５％）等が増加している。 
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  選挙費の決算額は６,４７５万１千円で、前年度と比較すると２,６５１万４千円（２９.１％） 
減少している。主なものとして、衆議院議員選挙事務１,９２５万円（皆増）、都議会議員選挙事務 

１,５７２万１千円（皆増）等が増加したが、都知事選挙事務２,４９１万７千円(皆減)、参議院

議員選挙事務２,０１７万９千円(皆減)、市長選挙事務１,５２６万７千円（皆減）等が減少し

ている。 

 
統計調査費の決算額は１,７６０万３千円で、前年度と比較すると１５４万７千円（８.１％）減

少しており、住宅･土地統計調査４９万７千円（皆増）等が増加しているが、一方、経済センサス

１９７万円（９９.５％）等が減少している。 

 

監査委員費の決算額は２,５１１万７千円で、前年度と比較すると２３５万４千円(８.６％)減少

している。主なものとして、職員人件費２１６万２千円（８.５％）等が減少している。 

 

第３款 民生費 
 

決算額は１１９億２,２９０万円で、歳出総額の４５.７％を占め、前年度と比較すると 

２億７,７４０万４千円（２.４％）増加している。執行率は９７.１％である。 

 

決算額を項別に前年度と比較すると、次のとおりである。 

項　 別

社 会 福 祉 費 4, 597, 184 4, 464, 911 132, 273 3. 0

児 童 福 祉 費 4, 899, 152 4, 812, 407 86, 745 1. 8

生 活 保 護 費 2, 426, 374 2, 368, 056 58, 318 2. 5

災 害 救 助 費 190 122 68 55. 7

合 計 11, 922, 900 11, 645, 496 277, 404 2. 4

年　 度
（ 単位： 千円・ ％）

平成 29 年度 平成 28 年度 増 減 率増　 減　 額

 
 

決算額の７３.３％を委託料（２４.３％）、扶助費（４３.５％）、職員人件費（５.５％）が占めてい

る。そのため、不用額は３億６,０３６万８千円生じているが、そのうちの６５.２％を委託料と扶助費の

２億３,４８０万８千円で占めている。 

 

項別にみると、社会福祉費の決算額は４５億９,７１８万４千円で、前年度と比較すると 

１億３,２２７万３千円（３.０％）増加している。主なものとして、臨時福祉給付金等 

１億７,６６７万６千円（皆減)、後期高齢者医療特別会計繰出金１,３３８万１千円 

（２.３％）等が減少したが、臨時福祉給付金（経済対策分）１億４,４４３万５千円（皆増)、 

国民健康保険特別会計繰出金５,２０７万円（５.０％）、介護及び訓練等給付事業の訓練等給付費

３,９２９万３千円（１３.８％）等が増加している。 

 

児童福祉費の決算額は４８億９,９１５万２千円で、前年度と比較すると８,６７４万５千円 

（ １ . ８ ％ ） 増 加 し て い る 。 主 な も の と し て 、 杉 ノ 子 第 三 保 育 園 建 設 費 補 助 金 

２億５,９２２万５千円（皆減）、子どものための教育・保育給付費国庫負担金返還金 

６,７７６万１千円（９８.１％）等が減少したが、福生杉ノ子保育園建設費補助金 

２億８,６８２万５千円（１,８５７.４％）、保育所運営委託料１億１,９３２万７千円（５.６％）、

地域型保育給付費１,３４０万２千円（１５.７％）等が増加している。 

 

生活保護費の決算額は２４億２,６３７万４千円で、前年度と比較すると５,８３１万８千円 

（２.５％）増加している。主なものとして、扶助費４７６万６千円（０.２％）、介護扶助費

等国庫負担金返還金３９２万５千円（９８.７％）等が減少したが、医療扶助費等国庫負担金

返還金５,９３０万９千円（皆増）等が増加している。 
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災害救助費の決算額は１９万円で、前年度と比較すると６万８千円（５５.７％）増加している。 
 

第４款 衛生費 
 

 決算額は２１億５,５４９万９千円で、歳出総額の８.３％を占め、前年度と比較すると 

４,９９２万８千円（２.４％）増加している。執行率は９７.２％である。 

 

  決算額を項別に前年度と比較すると、次のとおりである。 

項　 別

保 健 衛 生 費 1, 004, 000 1, 019, 322 △ 15, 322 △ 1. 5

清 掃 費 1, 151, 499 1, 086, 249 65, 250 6. 0

合 計 2, 155, 499 2, 105, 571 49, 928 2. 4

年　 度
増　 減　 額 増 減 率

（ 単位： 千円・ ％）

平成 29 年度 平成 28 年度

 
保健衛生費の決算額は１０億４００万円で、前年度と比較すると１,５３２万２千円（１.５％）減少し

ている。 

主なものとして、福生病院組合負担金の地方交付税保健衛生費配分金１,２９８万２千円（皆増）、

保健センター管理事務の便所改良工事５５４万２千円（皆増）、がん検診事業のがん検診委託料 

２２６万９千円（７.７％）等が増加したが、福生病院組合運営費負担金３,０５５万６千円 

（８.９％）、福生病院組合建設費負担金５５８万２千円（２.６％）、職員人件費５４８万９千円

（５.８％）等が減少している。 

 
清掃費の決算額は１１億５,１４９万９千円で、前年度と比較すると６,５２５万円（６.０％）

増加している。 

主なものとして、車両管理費の備品購入費４３５万２千円（皆減）、リサイクルセンター管理事務の

修繕料２８９万５千円（６.５％）、資源回収実施団体報償金７９万７千円（５.３％）等が減少し

たが、西多摩衛生組合負担金２,６３６万円（９.７％）、ペットボトル減容機改良工事 

２,２１４万円（皆増）、分析処理委託料４５９万２千円（４.２％）等が増加している。 

 

第５款 農林水産業費 
 
決算額は４,５０２万６千円で、前年度と比較すると２１８万２千円（５.１％）増加しており、執

行率は９９.８％である。 

決算額のうち３,１７６万３千円が職員人件費となり、総額の７０.５％を占めている。主なものと

して、市民農園管理事務の市民農園整備工事９１万円（４９.３％）、掲示板撤去新設工事 

２７万円（皆減）等が減少しているが、職員人件費２９０万円（１０.０％）、農業委員会事務の

自動車借上料１８万３千円（皆増）等が増加している。 

 

第６款 商工費 
 

決算額は２億４,９４８万円で、前年度と比較すると８７万５千円（０.３％）減少しており、執

行率は９４.５％である。 

決算額の８７.６％を委託料（３１.６％）、職員人件費（３０.３％）、負担金、補助及び交付

金（２５.７％）が占めている。主なものとして、中小企業振興資金利子補給金及び信用保証協会

保証料６４４万６千円（２９.８％）、中 心 市 街 地 活 性 化 推 進 支 援 事 業 補 助 金 

５２６万５千円（４４.９％）、消費者啓発事業委託料３２５万３千円（１１.６％）

等が増加しているが、福生市商工会事業費補助金１,７６６万３千円（５６.４％）、新・元

気を出せ商店街事業費補助金４１９万９千円（３８.０％）等が減少している。 
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中小企業振興資金貸付状況は、次のとおりである。 

種　 別 件数 件数 件数

運　 　 転　 　 資　 　 金運 転 資 金 74 88 76

設　 　 備　 　 資　 　 金設 備 資 金 24 21 30

開　 　 業　 　 資　 　 金開 業 資 金 6 7 7

借 換 資 金 37 ― ―

合　 　 　 　 　 　 計合 計 141 116 113

33, 000 28, 500 33, 000

764, 650 489, 080 449, 730

255, 950 ― ―

362, 280 376, 850 298, 580

113, 420 83, 730 118, 150

（ 単位： 千円）

平成 29 年度 平成 28 年度 平成 27 年度年　 度

金　 　 　 　 額 金　 　 　 　 額 金　 　 　 　 額

 
 

第７款 土木費 
 

決算額は１６億４,９６９万１千円で、歳出総額の６.３％を占め、前年度と比較すると 

１億５,６５０万４千円（１０.５％）増加している。執行率は９６.９％である。 

 

    決算額を項別に前年度と比較すると、次のとおりである。 

項　 別

土 木 管 理 費 △ 66. 7

道 路 橋 り ょ う 費 △ 5. 4

都 市 計 画 費 76. 2

住 宅 費 △ 49. 5

合 計 10. 5

120, 209 237, 978 △ 117, 769

1, 649, 691 1, 493, 187 156, 504

337, 103 356, 209 △ 19, 106

1, 100, 965 624, 725 476, 240

年　 度
増　 減　 率

（ 単位： 千円・ ％）

91, 414 274, 275 △ 182, 861

平成 29 年度 平成 28 年度 増　 減　 額

 
 

土木管理費の決算額は９,１４１万４千円で、前年度と比較すると１億８,２８６万１千円 

（６６.７％）減少している。 

主なものとして、公園管理費等の予算組替えによる減１億４,０３０万２千円（皆減）、予算の

組替え等による職員人件費の減３,９３２万８千円（３４.５％）、地 籍 調 査 委 託 料 

１８３万６千円（１４.８％）等が減少している。 

 

道路橋りょう費の決算額は３億３,７１０万３千円で、前年度と比較すると１,９１０万６千円 

（５.４％）減少している。 

主なものとして、道路改良事業の工事請負費４,０９６万３千円（６２.０％）及び設計委託料 

１,７４４万８千円（４９４.1％）、砂川街道踏切工事委託料１,４９８万７千円（皆増）等が増加

しているが、緊急道路整備費の科目廃止による減１億２,２３９万４千円（皆減）、市道等補修工

事７１６万円（２５.５％）等が減少している。 

 

都市計画費の決算額は１１億９６万５千円で、前年度と比較すると４億７,６２４万円 

（７６.２％）増加している。 

主なものとして、教育総務課への職員配置換え等による建築総務費の職員人件費の減 

１,４５１万４千円（３０.０％）、用地取得事業の用地買収費３２５万（４３.０％）等が減少して

いるが、公園管理費等の予算組替えによる増２億１,５９９万１千円（皆増）、予算の組替えによ

る職員人件費の増６,８７７万１千円（皆増）、都市計画道路３・４・７号富士見通り線整備事

業１億６,７４８万円（１１８.５％）、駐車場管理費の予算組替えによる増３,０５０万７千円

（皆増）等が増加している。 

なお、組替えをした公園管理費等については、公園管理事務の公園維持工事５,２６３万７千円 

（３０９.２％）、民間活力導入調査委託料１,４９５万８千円（皆増）等が増加している。 
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 住宅費の決算額は１億２,０２０万９千円で、前年度と比較すると１億１,７７６万９千円 

（４９.５％）減少している。 

主なものとして、市営住宅管理事務の土地測量委託料１９４万４千円（皆増）、住宅取得推進

助成金１７６万８千円（１６７.１％）等が増加しているが、第二市営住宅Ａ棟エレベーター設置

及びＡＢ棟外壁改良工事１億１,２２５万１千円（皆減）、第二市営住宅外階段等塗装工事 

５０１万７千円（皆減）等が減少している。 

 

第８款 消防費 
 

決算額は２０億４,９３９万４千円で、歳出総額の７.９％を占め、前年度と比較すると 

４億５,５０６万２千円（１８.２％）減少しており、執行率は９９.７％である。主な支出のうち、防

災食育センター管理費１１億７,４７２万１千円は決算額の５７.３％を、常備消防費 

７億２,５３４万１千円は、３５.４％を占めている。 

主なものとして、防災食育センター（災害時対応施設）管理事務２,３２０万円（皆増）、消防団

事務の消耗品費２６９万２千円（１９５.０％）、国民保護計画改定委託料２２７万２千円（皆増）

等が増加しているが、防災食育センター整備事業４億６,５９９万５千円（２８.８％）、消火栓設置

等委託料５０１万円（３５.１％）、消防施設撤去工事５２０万３千円（皆減）等が減少している。 

 

第９款 教育費 
 

決算額は３２億２,８９６万７千円で、歳出総額の１２.４％を占め、前年度と比較すると 

５億１,２６０万円（１８.９％）増加している。執行率は９４.９％である。 

不用額は１億７,４５８万８千円生じているが、主に工事請負費、需用費、委託料、報償費で多く、

全体の８２.９％を占めている。 

 

決算額を項別に前年度と比較すると、次のとおりである。 

 

教育総務費の決算額は３億９,４９０万１千円で、前年度と比較すると１,６２６万７千円 

（４.３％）増加している。決算額の５９.７％が職員人件費である。 

主なものとして、教育指導事務の消耗品費７１９万２千円（９０.１％）、総合的な

不登校児童・生徒支援モデル事業（教育指導課）の養護教諭支援員謝礼１１６万 1 千円

（３０.３％）等が減少したが、職員人件費２,３１６万５千円（１０.９％）、教育相談

事業の教育相談員報酬２９５万４千円（１７.５％）、教育指導事務の小学校授業指導

補助員謝礼１２６万２千円（８.７％）等が増加している。 

 

 

 

   

 

項 別

教 育 総 務 費 394,901 378,634 16,267 4.3

小 学 校 費 596,183 560,745 35,438 6.3

中 学 校 費 304,133 534,238 △ 230,105 △ 43.1

学 校 給 食 費 754,272 270,993 483,279 178.3

社 会 教 育 費 914,824 665,800 249,024 37.4

保 健 体 育 費 264,654 305,957 △ 41,303 △ 13.5

合 計 3,228,967 2,716,367 512,600 18.9

年 度
平成 29 年度 平成 28 年度 増 減 額 増 減 率

（ 単位 ： 千円 ・ ％ )
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小学校費の決算額は５億９,６１８万３千円で、前年度と比較すると３,５４３万８千円 

（６.３％）増加している。 

主なものとして、小学校体育館非構造部材落下防止対策事業５,８４０万５千円（４５.９％）、

職員人件費４４２万８千円（２６.８％）等が減少しているが、学校給食センター解体除却事業 

５,３４１万３千円（１,６４８.６％）、小学校防音機能復旧（復機）事業２,００６万６千円 

（皆増）、言語障害通級指導学級整備工事１,３３３万１千円（皆増）、小学校教育環境整備支援

事業の通信運搬費９２３万９千円（１,２１１.２％）等が増加している。 

 

 

  中学校費の決算額は３億４１３万３千円で、前年度と比較すると２億３,０１０万５千円 

（４３.１％）減少している。 

 主なものとして、第一中学校管理事務の新校舎便所改良工事４,０３７万円（皆増）、第二中学

校管理事務のプール改良工事１,９５５万９千円（皆増）、給食費扶助費８６３万１千円 

（ ９ ７ ０ . ５ ％ ） 等が 増 加 し た が 、 中 学 校 体 育 館 非 構 造 部 材 落 下 防 止 対 策 事 業 

２億１,２１９万８千円（皆減）、中学校給食用設備整備事業９,４５６万２千円（９７.１％）、

第一中学校管理事務のプール改良工事１,５５８万４千円（皆減）等が減少している。 

 

 

  学校給食費の決算額は７億５,４２７万２千円で、前年度と比較すると４億８,３２７万９千円 

（１７８.３％）増加している。 

主なものとして、ランチルーム運営事業２,１６６万円（５５.６％）、第一給食センター管理事務

４４８万３千円（７７.１％）、残菜処理委託料１３５万円（６５.1％）等が減少したが、給食調理事

業の備品購入費３億４,９１９万円（２０４,３２５.５％）、車両管理事務の備品購入費 

５,３５８万８千円（皆増）、食物アレルギー対応給食調理等業務委託料４,３５１万円（皆増）、新

学校給食センター管理事務２,５２９万５千円（皆増）等が増加している。 

 

 

  社会教育費の決算額は９億１,４８２万４千円で、前年度と比較すると２億４,９０２万４千円

（３７.４％）増加している。 
 主なものとして、市民会館指定管理委託料９０９万９千円（９.２％）、中央図書館管理事務の

修繕料２１４万９千円（６１.０％）古民家管理事務の備品購入費２０４万３千円（皆減）等が減

少したが、新扶桑会館整備事業２億６５８万円（２,０９２.４％）、市民会館管理運営事業の冷温

水発生機保全整備工事１,８４４万円（皆増）、職員人件費１,４３５万９千円（５.６％）、ふっ

さっ子グローバルヴィレッジ事業４９９万８千円（皆増）等が増加している。 

 

 

  保健体育費の決算額は２億６,４６５万４千円で、前年度と比較すると４,１３０万３千円 

（１３.５％）減少している。 

 主なものとして、市営プール管理運営事業の修繕料５０８万５千円（４４８.４％）、市営競技

場管理事務の屋外体育施設整備工事１４４万１千円（１,２９５.６％）等が増加したが、武蔵野台

テニスコート照明灯改良工事３,０７８万円（皆減）、中央体育館管理事務の機械室等アスベスト

除去工事７６７万９千円（皆減）、職員人件費４４１万２千円（１０.１％）等が減少している。 
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第１０款 公債費 
 

決算額は７億７,９４７万４千円で、歳出総額の３.０％を占めている。執行率は９９.３％で、

前年度と比較すると、臨時財政対策債、公営住宅債等が増加したものの、土木事業債、社会教育事

業債、臨時税収補填債等が減少したため、総体では１,５４８万４千円（１.９％）減少している。 

内訳は、市債元金償還費が７億２,４７５万３千円で、前年度比２５６万６千円（０.４％）減少

し、市債利子償還費が５,４７２万１千円で、前年度比１,２９１万９千円（１９.１％）減少してい

る。 

 

第１１款 諸支出金 
 

決算額は１４億３２２万３千円で、執行率は１００.０％である。前年度と比較すると 

９２３万９千円（０.７％）増加している。 

内訳は、財政調整基金積立金７億７,０６２万６千円（９７.８％）、再編交付金事業基金積立金 

９,６７７万６千円（皆減）等が減少したが、都市施設整備基金積立金５億９,９９５万２千円 

（５９４.２％）、庁舎維持管理基金積立金２億６,９９９万５千円（１,９２９,９１６.０％）等

の増により増加している。 

 

第１２款 予備費 
 

当初予算額は６,９００万円を計上したが、補正予算において５,５８５万４千円を増額し、他科

目への充当額は７,１５２万８千円で、予算現額は５,３３２万６千円となっている。 

充当額を前年度と比較すると６５４万７千円（８.４％）の減少となっている。 

 

 

予備費の款別充当状況は、次のとおりである。 

 

議 会 費 ― ― ― ―

総 務 費 13 45, 426 13 35, 142

民 生 費 1 6, 318 3 17, 726

衛 生 費 2 1, 481 1 1, 345

農 林 水 産 業 費 3 1, 954 2 1, 298

商 工 費 ― ― ― ―

土 木 費 3 3, 554 2 4, 807

消 防 費 1 2, 065 1 3, 644

教 育 費 5 10, 057 4 12, 846

公 債 費 ― ― ― ―

諸 支 出 金 2 673 1 1, 267

30 71, 528 27 78, 075

10

11

件　 数 金　 　 　 　 　 額 件　 数

合 計

1

2

3

4

5

6

7

8

9

年度・ 区分

予 備 費 の 款 別 充 当 状 況
（ 単位： 千円）

平　 成　 29　 年　 度 平　 成　 28　 年　 度

金　 　 　 　 　 額款  別
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（４）予算の流用状況 

予算の流用状況は７３件の３,３５２万６千円である。前年度と比較すると流用件数は３件（３.９％）減

少し、流用金額は１,２３３万１千円（２６.９％）減少となっている。 

 

予算の款別流用状況は、次のとおりである。 
 

1 議 会 費 ― ― ― ―

2 総 務 費 25 15, 766 33 17, 545

3 民 生 費 18 6, 665 16 9, 217

4 衛 生 費 3 1, 572 ― ―

5 農林水産業費 ― ― ― ―

6 商 工 費 ― ― ― ―

7 土 木 費 7 2, 401 2 142

8 消 防 費 ― ― ― ―

9 教 育 費 15 4, 849 23 15, 766

10 公 債 費 2 2, 178 2 3, 187

11 諸 支 出 金 3 95 ― ―

73 33, 526 76 45, 857合 計

金　 　 　 　 　 額  款  別 件　 数 金　 　 　 　 　 額 件　 数

予 算 の 款 別 流 用 状 況

平　 成　 29　 年　 度 平　 成　 28　 年　 度

（ 単位： 千円）
年度・ 区分
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５ 特別会計 

（１）国民健康保険特別会計 
 

① 決算の概要 

平成２９年度の歳入歳出決算額は、次のとおりである。 

歳 入 円

歳 出 円

差 引 額 円

8, 222, 219, 677

7, 800, 933, 211

421, 286, 466
 

 

当年度の決算状況は、次のとおりである。 

区　 分

8, 222, 220 △ 0. 4 8, 255, 928 △ 0. 7 8, 311, 014

7, 800, 933 0. 4 7, 766, 685 △ 3. 1 8, 017, 907

歳 入 歳 出 差 引 額 （ A-B） 　 　   　     　 　421, 287 △ 13. 9 489, 243 66. 9 293, 107

0 ― 0 ― 0

実 質 収 支 額 （ C-D） 　 　   　     　 　421, 287 △ 13. 9 489, 243 66. 9 293, 107

800, 000 8. 1 740, 000 △ 7. 5 800, 000

293, 480 4, 240. 8 6, 761 277. 5 1, 791

再 差 引 収 支 額 △ 85, 233 65. 1 △ 243, 996 51. 7 △ 505, 102

（ 単位： 千円・ ％）
年  度 平成 29 年度 平成 28 年度 平成27年度

D

E

F

G繰 出 金

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

翌年度へ繰り 越すべき 財源

(  E-F+G )

金　 　 額

A

B

C

金　 　 額 増減率 金　 　 額 増減率

繰 入 金

 

 
当年度の実質収支額は４億２,１２８万７千円の黒字となっている。また、一般会計からのその

他一般会計繰入金８億円を差し引き、一般会計への繰出金２億９,３４８万円を加算した、再差引収

支額は８,５２３万３千円の赤字であり、繰入金によって収支の均衡を保っている。 

 

 

 

②  歳入の状況 

予算現額８４億８,６８１万１千円に対して、決算額は８２億２,２２２万円で、前年度と比較す

ると３,３７０万８千円（０.４％）減少している。 

収入率は９６.９％で、前年度と比較すると３.３ポイント下回っている。 
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歳入の款別決算状況は、次のとおりである。 

1 国 民 健 康 保 険 税 1, 268, 558 1, 222, 418 1, 274, 527 △ 52, 109 △ 4. 1 96. 4

2 国 庫 支 出 金 1, 668, 172 1, 740, 384 1, 753, 053 △ 12, 669 △ 0. 7 104. 3

3 療養給付費等交付金 155, 685 66, 230 166, 020 △ 99, 790 △ 60. 1 42. 5

4 前 期 高 齢 者 交 付 金 1, 289, 524 1, 291, 406 1, 295, 001 △ 3, 595 △ 0. 3 100. 1

5 都 支 出 金 484, 146 476, 451 508, 527 △ 32, 076 △ 6. 3 98. 4

6 共 同 事 業 交 付 金 2, 010, 835 1, 813, 905 1, 896, 759 △ 82, 854 △ 4. 4 90. 2

7 繰 入 金 1, 114, 989 1, 097, 041 1, 044, 971 52, 070 5. 0 98. 4

8 繰 越 金 489, 242 489, 243 293, 107 196, 136 66. 9 100. 0

9 諸 収 入 5, 660 25, 142 23, 963 1, 179 4. 9 444. 2

合 計 8, 486, 811 8, 222, 220 8, 255, 928 △ 33, 708 △ 0. 4 96. 9

（ 単位： 千円・ ％）
区  分

予 算 現 額 決　 算　 額 前年度決算額 収 入 率
 款  別

増　 減　 額 増 減 率

 

第１款 国民健康保険税 

保険税の収入状況は【Ｐ４６～４７第６表 国民健康保険税収入状況】のとおりである。 

 

調定額は１５億７,２７０万９千円で、前年度比８,２１１万９千円（５.０％）減少し、決算額は

１２億２,２４１万８千円で、前年度比５,２１０万９千円（４.１％）減少している。 

また、収入未済額は３億９３８万７千円で、前年度比２,４０９万３千円（７.２％）減少してい

る。 

調定に対する収入率は７７.７％で、前年度と比較すると０.７ポイント上回っている。 

 

 

現年度分の状況 

調定額は１２億４,１８４万７千円で、前年度比７,６３４万２千円（５.８％）減少し、収入済額

は１１億９８５万６千円で、前年度比６,７４４万９千円（５.７％）減少している。 

また、収入未済額は１億３,１５７万２千円で、前年度比８６１万２千円（６.１％）減少している。 

調定に対する収入率は８９.４％で、前年度と比較すると０.１ポイント上回っている。 

 

滞納繰越分の状況 

調定額は３億３,０８６万２千円で、前年度比５７７万６千円（１.７％）減少し、収入済額は 

１億１,２５６万２千円で、前年度比１,５３４万円（１５.８％）増加している。 

また、収入未済額は１億７,７８１万５千円で、前年度比１,５４８万１千円（８.０％）減少し、

不納欠損額は４,０４８万５千円で、前年度比５６３万５千円（１２.２％）減少している。 

調定に対する収入率は３４.０％で、前年度と比較すると５.１ポイント上回っている。 

 
 



現 年 度 分 1, 184, 036 1, 241, 846, 600 △ 5. 8 1, 109, 856, 410 △ 5. 7 2, 882, 000

29 滞納繰越分 84, 522 330, 862, 334 △ 1. 7 112, 561, 775 15. 8 192, 294

合 計 1, 268, 558 1, 572, 708, 934 △ 5. 0 1, 222, 418, 185 △ 4. 1 3, 074, 294

現 年 度 分 1, 222, 710 1, 318, 189, 000 △ 3. 6 1, 177, 304, 931 △ 3. 9 2, 251, 433

28 滞納繰越分 92, 663 336, 638, 666 △ 7. 3 97, 221, 998 △ 15. 7 150, 500

合 計 1, 315, 373 1, 654, 827, 666 △ 4. 3 1, 274, 526, 929 △ 4. 9 2, 401, 933

現 年 度 分 1, 285, 230 1, 366, 997, 900 △ 4. 7 1, 224, 817, 401 △ 4. 4 1, 871, 976

27 滞納繰越分 98, 442 362, 967, 210 △ 13. 1 115, 356, 379 △ 15. 0 79, 700

合 計 1, 383, 672 1, 729, 965, 110 △ 6. 6 1, 340, 173, 780 △ 5. 4 1, 951, 676

   国  民  健  康  保  険
第６ 表

※被保険者１ 人当たり の額及び世帯当たり の額については、 事務報告書Ｐ １ ３ ７ の「 ２ 　 加入状況」
  の（ １ ） 月別状況表中の平均被保険者数（ １ ７ , １ ７ ３ 人） 及び平均加入世帯数( １ １ , ４ ９ １ 世帯）
  の数値を基準と し て算出し ている 。 （ 平成２ ９ 年度分）
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増減率 う ち還付未済額

年
　
度

区   分

調    定    額 収　 入　 済　 額

金      額 増減率 金      額

予算現額

（ 千円）

平
成

年
度

平
成

年
度

平
成

年
度



税  収  入  状  況

418, 087 131, 572, 103 93. 7 89. 4 72, 314 108, 071 64, 628 96, 585

40, 485, 359 177, 815, 200 133. 2 34. 0 19, 266 28, 793 6, 555 9, 796

40, 903, 446 309, 387, 303 96. 4 77. 7 91, 580 136, 864 71, 183 106, 381

700, 358 140, 183, 711 96. 3 89. 3 73, 310 111, 550 65, 475 99, 628

46, 120, 186 193, 296, 482 104. 9 28. 9 18, 722 28, 488 5, 407 8, 227

46, 820, 544 333, 480, 193 96. 9 77. 0 92, 032 140, 038 70, 882 107, 855

1, 827, 369 140, 353, 130 95. 3 89. 6 73, 744 114, 412 66, 074 102, 512

50, 116, 971 197, 493, 860 117. 2 31. 8 19, 581 30, 379 6, 223 9, 655

51, 944, 340 337, 846, 990 96. 9 77. 5 93, 325 144, 791 72, 297 112, 167
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被保険者1人
当 た り の 額

世帯当たり の額
被保険者1人
当た り の 額

世帯当たり の額

対予算
収入率

対調定
収入率

調定額に対する 収入済額に対する

（ 単位： 円・ ％）

不納欠損額 収入未済額
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第２款 国庫支出金 

決算額は１７億４,０３８万４千円で、予算現額に対し１０４.３％の収入率である。 

前年度と比較すると１,２６６万９千円（０.７％）減少している。 

 

第３款 療養給付費等交付金 

決算額は６,６２３万円で、予算現額に対し４２.５％の収入率である。 

前年度と比較すると９,９７９万円（６０.１％）減少している。 

 

第４款 前期高齢者交付金 

決算額は１２億９,１４０万６千円で、予算現額に対して１００.１％の収入率である。 

前年度と比較すると３５９万５千円（０.３％）減少している。 

 

第５款 都支出金 

決算額は４億７,６４５万１千円で、予算現額に対し９８.４％の収入率である。 

前年度と比較すると３,２０７万６千円（６.３％）減少している。 

 

第６款 共同事業交付金 

決算額は１８億１,３９０万５千円で、予算現額に対し９０.２％の収入率である。 

前年度と比較すると８,２８５万４千円（４.４％）減少している。 

 

第７款 繰入金 

決算額は１０億９,７０４万１千円で、予算現額に対し９８.４％の収入率である。 

前年度と比較すると５,２０７万円（５.０％）増加している。 

被保険者１人当たりの額は６万３,８８２円で、前年度と比較すると５,７６７円（９.９％）増加し

ている。 

 

第８款 繰越金 

決算額は４億８,９２４万３千円で、予算現額に対し１００.０％の収入率である。 

前年度と比較すると１億９,６１３万６千円（６６.９％）増加している。 

 

第９款 諸収入 

決算額は２,５１４万２千円で、予算現額に対し４４４.２％の収入率である。 

前年度と比較すると１１７万９千円（４.９％）増加している。 

 

 
③ 歳出の状況 

予算現額８４億８,６８１万１千円に対して、決算額は７８億９３万３千円で、前年度と比較す

ると３,４２４万８千円（０.４％）増加している。 

執行率は９１.９％で、前年度と比較すると２.３ポイント下回っている。 

 

また、不用額は６億８,５８７万８千円で、前年度と比較すると２億９９３万８千円（４４.１％）

増加している。 
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歳出の款別決算状況は、次のとおりである。 

総 務 費 57, 952 50, 189 35, 210 14, 979 42. 5 86. 6 7, 763

保 険 給 付 費 4, 508, 355 4, 212, 576 4, 429, 950 △ 217, 374 △ 4. 9 93. 4 295, 779

後期高齢者支援金等 954, 742 951, 970 980, 465 △ 28, 495 △ 2. 9 99. 7 2, 772

前期高齢者納付金等 3, 478 3, 477 716 2, 761 385. 6 100. 0 1

老 人 保 健 拠 出 金 18 17 27 △ 10 △ 37. 0 94. 4 1

介 護 給 付 費 納 付 金 372, 752 369, 232 380, 273 △ 11, 041 △ 2. 9 99. 1 3, 520

共 同 事 業 拠 出 金 2, 031, 575 1, 789, 032 1, 863, 679 △ 74, 647 △ 4. 0 88. 1 242, 543

保 健 事 業 費 77, 644 67, 186 62, 494 4, 692 7. 5 86. 5 10, 458

公 債 費 243 0 0 0 ― 0. 0 243

諸 支 出 金 359, 094 357, 254 13, 871 343, 383 2, 475. 5 99. 5 1, 840

予 備 費 120, 958 0 0 0 ― 0. 0 120, 958

8, 486, 811 7, 800, 933 7, 766, 685 34, 248 0. 4 91. 9 685, 878合 計

7

10

11

9

8

予算現額

（ 単位： 千円・ ％）

増 減 額 増減率 不用額執行率

5

6

3

4

決 算 額 前年度決算額

1

2

区  分
款  別

 
第１款 総務費 

決算額は５,０１８万９千円で、執行率は８６.６％である。 

前年度と比較すると１,４９７万９千円（４２.５％）増加している。 

 

第２款 保険給付費 

決算額は４２億１,２５７万６千円で、執行率は９３.４％である。 

前年度と比較すると２億１,７３７万４千円（４.９％）減少している。 

歳出総額に対する構成比は５４.０％である。 

 

第３款 後期高齢者支援金等 

決算額は９億５,１９７万円で、執行率は９９.７％である。 

前年度と比較すると２,８４９万５千円（２.９％）減少している。 

 

第４款 前期高齢者納付金等 

決算額は３４７万７千円で、執行率は１００.０％である。 

前年度と比較すると２７６万１千円（３８５.６％）増加している。 

 

第５款 老人保健拠出金 

決算額は１万７千円で、執行率は９４.４％である。 

前年度と比較すると１万円（３７.０％）減少している。 

 

第６款 介護給付費納付金 

決算額は３億６,９２３万２千円で、執行率は９９.１％である。 

前年度と比較すると１,１０４万１千円（２.９％）減少している。 

 

第７款 共同事業拠出金 

決算額は１７億８,９０３万２千円で、執行率は８８.１％である。 

前年度と比較すると７,４６４万７千円（４.０％）減少している。 
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第８款 保健事業費 

決算額は６,７１８万６千円で、執行率は８６.５％である。 

前年度と比較すると４６９万２千円（７.５％）増加している。 

 

第１０款 諸支出金 

決算額は３億５,７２５万４千円で、執行率は９９.５％である。 

前年度と比較すると３億４,３３８万３千円（２,４７５.５％）増加している。 

 

 

④ 世帯数及び被保険者数等の状況 

世帯数等は、次のとおりである。 

区　 分 一般被保険者 退職被保険者等 一般被保険者 退職被保険者等

※単独世帯    94 ※単独世帯   210

※混合世帯    37 ※混合世帯    72

（ 人） 17, 012 161 17, 605 376

（ 件） 14. 22 20. 55 14. 17 18. 97

( 円） 4, 874, 813, 989 77, 505, 952 5, 003, 213, 765 174, 426, 008

( 円） 429, 121 591, 648 433, 742 618, 532

（ 円） 286, 551 481, 403 284, 193 463, 899

( 円） 3, 545, 066, 975 54, 207, 871 3, 643, 898, 761 121, 956, 922

( 円） 312, 066 413, 801 315, 899 432, 471

( 円） 208, 386 336, 695 206, 981 324, 354

（ 円） 1, 226, 747, 409 15, 099, 191 1, 282, 656, 047 35, 532, 953

（ 円） 107, 988 115, 261 111, 197 126, 003

（ 円） 72, 111 93, 784 72, 857 94, 503

（ 円） 1, 094, 968, 191 14, 888, 219 1, 142, 449, 914 34, 855, 017

（ 円） 96, 388 113, 651 99, 042 123, 599

（ 円） 64, 364 92, 473 64, 893 92, 700

（ ％） 89. 3 98. 6 89. 1 98. 1

１ 世 帯 当 た り 保 険 者 負 担 額

1 世 帯 当 た り 調 定 額

1 世 帯 当 た り 収 入 額

被保険者1人当たり 保険者負担額

保 険 税 収 入 率

保 険 税 調 定 額

被 保 険 者 1 人 当 た り 調 定 額

保 険 税 収 入 額

被 保 険 者 1 人 当 た り 収 入 額

被 保 険 者 数

１ 人 当 た り 受 診 件 数

費 用 額

被 保 険 者 1 人 当 た り 費 用 額

保 険 者 負 担 額

１ 世 帯 当 た り 費 用 額

年  度 平　 成　 29　 年　 度 平　 成　 28　 年　 度

11, 360 11, 535世 帯 数 （ 世帯）

       
※単独世帯とは、退職被保険者等のみで構成されている世帯をいう。 

  ※混合世帯とは、一般被保険者と退職被保険者等とで構成されている世帯をいう。 
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（２）介護保険特別会計 

① 決算の概要 

平成２９年度の歳入歳出決算額は、次のとおりである。 

歳 入 4, 178, 889, 666 円

歳 出 3, 938, 615, 833 円

差 引 額 240, 273, 833 円  

 

当年度の決算状況は、次のとおりである。 

区　 分

A 4. 7 3. 0 3, 874, 379

B 3. 4 2. 6 3, 713, 452

歳 入 歳 出 差 引 額 （ A-B） 　 　   　     　 　C 32. 0 13. 1 160, 927

D ― ― 0

実 質 収 支 額 （ C-D） 　 　   　     　 　E 32. 0 13. 1 160, 927240, 274 182, 032

0 0

3, 938, 616 3, 809, 475

翌年度へ繰り 越すべき 財源

240, 274 182, 032

金　 　 額

（ 単位： 千円・ ％）
　 　 　 　 年  度 平 成 28 年 度平 成 29 年 度

歳 入 決 算 額

平 成 27 年 度

歳 出 決 算 額

増 減 率増 減 率

4, 178, 890 3, 991, 507

金    　 額金　 　 額

  当年度の実質収支額は２億４,０２７万４千円の黒字である。 

 

② 歳入の状況 

予算現額４２億３,４８０万５千円に対し、決算額は４１億７,８８９万円で、前年度と比較する

と１億８,７３８万３千円（４.７％）増加している。収入率は９８.７％である。 

 

歳入の款別決算状況は、次のとおりである。 

介 護 保 険 料 896, 544 993, 566 968, 186 25, 380 2. 6 110. 8

国 庫 支 出 金 876, 623 829, 913 791, 181 38, 732 4. 9 94. 7

支払基金交付金 1, 098, 635 1, 036, 349 994, 709 41, 640 4. 2 94. 3

都 支 出 金 598, 374 574, 562 549, 678 24, 884 4. 5 96. 0

財 産 収 入 1 86 60 26 43. 3 8, 600. 0

繰 入 金 582, 550 562, 086 526, 419 35, 667 6. 8 96. 5

繰 越 金 182, 032 182, 032 160, 927 21, 105 13. 1 100. 0

諸 収 入 46 296 347 △ 51 △ 14. 7 643. 5

4, 234, 805 4, 178, 890 3, 991, 507 187, 383 4. 7 98. 7

区  分
款  別

（ 単位： 千円・ ％）

予 算 現 額 決　 算　 額 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 収 入 率

1

2

3

4

合 計

5

6

7

8
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第１款 介護保険料  

保険料の収入状況は【Ｐ５４～５５第７表 介護保険料収入状況】のとおりである。 

 

決算額は９億９,３５６万６千円で、予算現額に対し１１０.８％の収入率である。 

前年度と比較すると２,５３８万円（２.６％）増加している。 
 

第２款 国庫支出金 

決算額は８億２,９９１万３千円で、予算現額に対し９４.７％の収入率である。 

前年度と比較すると３,８７３万２千円（４.９％）増加している。 

 

第３款 支払基金交付金 

決算額は１０億３,６３４万９千円で、予算現額に対し９４.３％の収入率である。 

前年度と比較すると４,１６４万円（４.２％）増加している。 

 

第４款 都支出金 

決算額は５億７,４５６万２千円で、予算現額に対し９６.０％の収入率である。 

前年度と比較すると２,４８８万４千円（４.５％）増加している。 

 

第５款 財産収入 

決算額は８万６千円で、予算現額に対し８,６００.０％の収入率である。 

前年度と比較すると２万６千円（４３.３％）増加している。 
 

第６款 繰入金 

決算額は５億６,２０８万６千円で、予算現額に対し９６.５％の収入率である。 

前年度と比較すると３,５６６万７千円（６.８％）増加している。 

  

第７款 繰越金 

決算額は１億８,２０３万２千円で、予算現額に対し１００.０％の収入率である。 

前年度と比較すると２,１１０万５千円（１３.１％）増加している。 

 

第８款 諸収入 

決算額は２９万６千円で、予算現額に対し６４３.５％の収入率である。 

前年度と比較すると５万１千円（１４.７％）減少している。 
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③ 歳出の状況 

  予算現額４２億３,４８０万５千円に対し、決算額は３９億３,８６１万６千円で、前年度と比較

すると１億２,９１４万１千円（３.４％）増加している。 

執行率は９３.０％で、前年度と比較すると０.３ポイント上回っている。 

  また、不用額は２億９,６１８万９千円で、前年度と比較すると３２５万７千円（１.１％）の減少とな

っている。 

 

歳出の款別決算状況は、次のとおりである。 

総 務 費 46, 613 43, 090 41, 834 1, 256 3. 0 92. 4 3, 523

介 護 給 付 費 3, 836, 094 3, 586, 148 3, 512, 024 74, 124 2. 1 93. 5 249, 946

地 域 支 援 事 業 費 164, 751 124, 484 87, 071 37, 413 43. 0 75. 6 40, 267

基 金 積 立 金 160, 362 160, 362 141, 931 18, 431 13. 0 100. 0 0

公 債 費 1 0 0 0 ― 0. 0 1

諸 支 出 金 25, 070 24, 532 26, 615 △ 2, 083 △ 7. 8 97. 9 538

予 備 費 1, 914 0 0 0 ― 0. 0 1, 914

4, 234, 805 3, 938, 616 3, 809, 475 129, 141 3. 4 93. 0 296, 189合 計

5

6

7

1

2

3

4

款  別
増 減 額 増 減 率

（ 単位： 千円・ ％）

区  分
予算現額 決 算 額 前年度決算額 執行率 不用額

第１款 総務費 

決算額は４,３０９万円で、執行率は９２.４％である。 

前年度と比較すると１２５万６千円（３.０％）増加している。 

 

第２款 介護給付費 

決算額は３５億８,６１４万８千円で、執行率は９３.５％である。 

前年度と比較すると７,４１２万４千円（２.１％）増加している。 

 

第３款 地域支援事業費 

決算額は１億２,４４８万４千円で、執行率は７５.６％である。 

前年度と比較すると３,７４１万３千円（４３.０％）増加している。 

 

第４款 基金積立金 

決算額は１億６,０３６万２千円で、執行率は１００.０％である。 

前年度と比較すると１,８４３万１千円（１３.０％）増加している。 

 

第６款 諸支出金 

決算額は２,４５３万２千円で、執行率は９７.９％である。 

前年度と比較すると２０８万３千円（７.８％）減少している。 

 



現 年 度 分 889, 713 1, 004, 674, 000 2. 6 987, 153, 913 2. 6

29 滞納繰越分 6, 831 35, 729, 684 9. 0 6, 411, 800 9. 0

合 計 896, 544 1, 040, 403, 684 2. 8 993, 565, 713 2. 6

現 年 度 分 873, 587 979, 352, 500 2. 8 962, 302, 000 2. 9

28 滞納繰越分 6, 399 32, 779, 704 12. 3 5, 883, 520 0. 8

合 計 879, 986 1, 012, 132, 204 3. 1 968, 185, 520 2. 9

現 年 度 分 868, 382 952, 641, 800 18. 4 935, 031, 680 18. 3

27 滞納繰越分 5, 815 29, 196, 760 6. 0 5, 834, 676 27. 7

合 計 874, 197 981, 838, 560 18. 0 940, 866, 356 18. 4 1, 018, 000

1, 132, 300

4, 800

1, 137, 100

1, 004, 000

14, 000

   ※被保険者１ 人当たり の額については、 事務報告書Ｐ ２ ２ ４ の｢１ ２ 　 段階別賦課状況」
     の表中の被保険者数合計（ １ ４ , ５ ８ １ 人） の数値を基準と し て算出し ている 。
    （ 平成２ ９ 年度分）
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予算現額

（ 千円） 金    額 増減率 金    額

1, 479, 400

12, 000

1, 491, 400

 介   護   保   険   料

第７ 表

年
　
度

区    分

調　 　 定　 　 額 収  入  済  額

増減率 う ち還付未済額

平
成

年
度

平
成

年
度

平
成

年
度



0 17, 520, 087 111. 0 98. 3 68, 903 67, 701

13, 653, 584 15, 664, 300 93. 9 17. 9 2, 450 440

13, 653, 584 33, 184, 387 110. 8 95. 5 71, 353 68, 141

0 17, 050, 500 110. 2 98. 3 68, 119 66, 933

9, 326, 300 17, 569, 884 91. 9 17. 9 2, 280 409

9, 326, 300 34, 620, 384 110. 0 95. 7 70, 399 67, 342

0 17, 610, 120 107. 7 98. 2 67, 516 66, 267

9, 135, 900 14, 226, 184 100. 3 20. 0 2, 069 414

9, 135, 900 31, 836, 304 107. 6 95. 8 69, 585 66, 681
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収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

調定額に 対する
被 保 険 者 1 人
当 た り の 額

収入済額に対する
被 保 険 者 1 人
当 た り の 額

 収 　入　 状 　況

（ 単位： 円・ ％）

不納欠損額
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④ 要介護・要支援認定者数及び給付状況 

給付状況等は、次のとおりである。 

 

区　 分

( 人) 2, 079 2, 038 41 2. 0

給 付 費 3, 586, 148 3, 512, 024 74, 124 2. 1

( 円) 1, 724, 939 1, 723, 270 1, 669 0. 1

増減率( ％)増 減平 成 28 年 度

１ 人 当 た り の 給 付 費

要 介 護 ・ 要 支 援 認 定 者 数

( 千円)

平 成 29 年 度
年  度

 

  

要介護・要支援認定者数は２,０７９人で、前年度比４１人（２.０％）の増加となっており、給付

費は３５億８,６１４万８千円で、前年度比７,４１２万４千円（２.１％）増加している。 

なお、１人当たりの給付費は１７２万４,９３９円で、前年度比１,６６９円（０.１％）増加してい

る。 
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（３）後期高齢者医療特別会計 

 

① 決算の概要 

平成２９年度の歳入歳出決算額は、次のとおりである。 

歳 入 1, 139, 068, 747 円

歳 出 1, 127, 121, 918 円

差 引 額 11, 946, 829 円  
 
当年度の決算状況は、次のとおりである。 

区　 分

A 1, 139, 069 0. 2 1, 136, 483 5. 9 1, 073, 378

B 1, 127, 122 0. 7 1, 119, 481 6. 3 1, 052, 982

歳 入 歳 出 差 引 額 （ A-B） 　 　   　     　 　C 11, 947 △ 29. 7 17, 002 △ 16. 6 20, 396

D 0 ― 0 ― 0

実 質 収 支 額 （ C-D） 　 　   　     　 　E 11, 947 △ 29. 7 17, 002 △ 16. 6 20, 396

金　 　 額

翌年度へ繰り 越すべき 財源

年  度
　 （ 単位： 千円・ ％）

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

増減率

平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

金　 　 額金  　 額 増減率

 
 当年度の実質収支額は１,１９４万７千円の黒字となっている。 

  

②  歳入の状況 

予算現額１１億４,０７０万２千円に対し、決算額は１１億３,９０６万９千円で、前年度と比較す

ると２５８万６千円（０.２％）増加している。 

収入率は９９.９％で、前年度と比較すると０.１ポイント上回っている。 
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歳入の款別決算状況は、次のとおりである。 

後期高齢者医療保険料 505, 759 502, 867 484, 753 18, 114 3. 7 99. 4

繰 入 金 576, 305 576, 305 589, 686 △ 13, 381 △ 2. 3 100. 0

繰 越 金 17, 002 17, 002 20, 397 △ 3, 395 △ 16. 6 100. 0

諸 収 入 41, 636 42, 895 41, 647 1, 248 3. 0 103. 0

1, 140, 702 1, 139, 069 1, 136, 483 2, 586 0. 2 99. 9合 計

1

2

3

4

款  別
区  分

（ 単位： 千円・ ％）

予 算 現 額 決　 算　 額 前年度決算額 収入率増　 減　 額 増減率

第１款 後期高齢者医療保険料 

保険料の収入状況は【Ｐ６０～６１第８表 後期高齢者医療保険料収入状況】のとおりである。 

 
決算額は５億２８６万７千円で、予算現額に対し９９.４％の収入率である。 

前年度と比較すると１,８１１万４千円（３.７％）増加している。 

 

第２款 繰入金 

決算額は５億７,６３０万５千円で、予算現額に対し１００.０％の収入率である。 

前年度と比較すると１,３３８万１千円（２.３％）減少している。 

 

第３款 繰越金 

決算額は１,７００万２千円で、予算現額に対し１００.０％の収入率である。 

前年度と比較すると３３９万５千円（１６.６％）減少している。 

 

第４款 諸収入 

決算額は４,２８９万５千円で、予算現額に対し１０３.０％の収入率である。 

前年度と比較すると１２４万８千円（３.０％）増加している。 
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③ 歳出の状況 

予算現額１１億４,０７０万２千円に対し、決算額は１１億２,７１２万２千円で、前年度と比較する

と７６４万１千円（０.７％）増加している。執行率は９８.８％で、前年度と比較すると０.５ポイント

上回っている。また、不用額は１,３５８万円で、前年度と比較すると６２５万９千円（３１.５％）

減少している。 

 
歳出の款別決算状況は、次のとおりである。 

総 務 費 7, 136 6, 574 9, 395 △ 2, 821 △ 30. 0 92. 1 562

広 域 連 合 納 付 金 1, 056, 938 1, 049, 067 1, 038, 271 10, 796 1. 0 99. 3 7, 871

保 健 事 業 費 34, 175 32, 846 30, 650 2, 196 7. 2 96. 1 1, 329

保 険 給 付 費 19, 850 19, 850 17, 900 1, 950 10. 9 100. 0 0

諸 支 出 金 19, 094 18, 785 23, 265 △ 4, 480 △ 19. 3 98. 4 309

予 備 費 3, 509 0 0 0 ― 0. 0 3, 509

1, 140, 702 1, 127, 122 1, 119, 481 7, 641 0. 7 98. 8 13, 580

増 減 額 増減率
款  別

（ 単位： 千円・ ％）

不用額執行率
区  分

予算現額 決 算 額 前年度決算額

5

6

合 計

1

2

3

4

 

第１款 総務費 

決算額は６５７万４千円で、執行率は９２.１％である。 

前年度と比較すると２８２万１千円（３０.０％）減少している。 

 

第２款 広域連合納付金 

決算額は１０億４,９０６万７千円で、執行率は９９.３％である。 

前年度と比較すると１,０７９万６千円（１.０％）増加している。 

 

第３款 保健事業費 

決算額は３,２８４万６千円で、執行率は９６.１％である。 

前年度と比較すると２１９万６千円（７.２％）増加している。 

 

第４款 保険給付費 

決算額は１,９８５万円で、執行率は１００.０％である。 

前年度と比較すると１９５万円（１０.９％）増加している。 

 

第５款 諸支出金 

決算額は１,８７８万５千円で、執行率は９８.４％である。 

前年度と比較すると４４８万円（１９.３％）減少している。 



現 年 度 分 502, 879 505, 361, 800 4. 0 500, 656, 984 4. 0 641, 800

29 滞納繰越分 2, 880 9, 378, 600 △ 6. 8 2, 209, 800 △ 37. 6 11, 700

合 計 505, 759 514, 740, 400 3. 8 502, 866, 784 3. 7 653, 500

現 年 度 分 483, 006 486, 020, 700 4. 4 481, 209, 000 4. 5 586, 300

28 滞納繰越分 2, 345 10, 066, 900 8. 1 3, 544, 000 37. 8 200

合 計 485, 351 496, 087, 600 4. 5 484, 753, 000 4. 7 586, 500

現 年 度 分 460, 119 465, 614, 800 1. 0 460, 430, 500 0. 8 698, 900

27 滞納繰越分 2, 753 9, 311, 650 12. 7 2, 572, 200 39. 0 3, 000

合 計 462, 872 474, 926, 450 1. 2 463, 002, 700 0. 9 701, 900

後 期 高 齢 者 医 療
第８ 表

年
　
度

区    分

調　 　 定　 　 額 収  入  済  額予算現額

（ 千円） 金    額 増減率 金    額
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    ※被保険者１ 人当たり の額については、 事務報告書Ｐ １ ４ ９ の｢１  資格状況」 の
      表中の被保険者数（ ６ , ８ ３ ６ 人） の数値を基準と し て算出し ている 。
     （ 平成２ ９ 年度分）

増減率 う ち還付未済額

平
成

年
度

平
成

年
度

平
成

年
度



0 4, 704, 816 99. 6 99. 1 73, 927 73, 238

3, 046, 100 4, 122, 700 76. 7 23. 6 1, 372 323

3, 046, 100 8, 827, 516 99. 4 97. 7 75, 299 73, 561

0 4, 811, 700 99. 6 99. 0 73, 339 72, 613

2, 490, 500 4, 032, 400 151. 1 35. 2 1, 519 535

2, 490, 500 8, 844, 100 99. 9 97. 7 74, 858 73, 148

0 5, 184, 300 100. 1 98. 9 72, 526 71, 718

2, 417, 150 4, 322, 300 93. 4 27. 6 1, 450 401

2, 417, 150 9, 506, 600 100. 0 97. 5 73, 976 72, 119

保 険 料 収 入 状 況
（ 単位： 円・ ％）

不納欠損額
収入済額に対する
被 保 険 者 1 人
当 た り の 額

 - 61 -

収入未済額
対予算
収入率

対調定
収入率

調定額に対する
被 保 険 者 1 人
当 た り の 額
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（４）下水道事業会計 

 ① 決算の概要 

平成２９年度の歳入歳出決算額は、次のとおりである。 

歳 入 1, 616, 002, 932 円

歳 出 1, 318, 653, 896 円

差 引 額 297, 349, 036 円  
 

当年度の決算状況は、次のとおりである。 

区  分

A 1, 616, 003 △ 6. 4 1, 726, 851 △ 6. 2 1, 841, 493

B 1, 318, 654 △ 13. 8 1, 530, 045 △ 5. 3 1, 615, 990

歳 入 歳 出 差 引 額 (  A-B ) C 297, 349 51. 1 196, 806 △ 12. 7 225, 503

D 113, 811 皆増 0 ― 0

実 質 収 支 額 (  C-D ) E 183, 538 △ 6. 7 196, 806 △ 12. 7 225, 503

翌年度へ繰り 越すべき 財源

金 額

　 （ 単位： 千円・ ％）

金 額 増減率 金 額 増減率

平 成 28 年 度 平成27年度平 成 29 年 度年  度

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

当年度の実質収支額は１億８,３５３万８千円の黒字となっている。 

 

② 歳入の状況 

予算現額１８億２,５６４万１千円に対し、決算額は１６億１,６００万３千円で、前年度と比較

すると１億１,０８４万８千円（６.４％）減少している。 

収入率は８８.５％で、前年度と比較すると４.９ポイント下回っている。 

  

歳入の款別決算状況は、次のとおりである。 

分担金及び負担金 △ 7, 530 △ 99. 3 3. 4

使用料及び手数料 △ 151, 913 △ 14. 0 82. 6

国 庫 支 出 金 45, 989 134. 4 91. 1

都 支 出 金 △ 1, 033 △ 72. 8 96. 3

財 産 収 入 240 21. 7 109. 1

繰 入 金 0 0. 0 100. 0

繰 越 金 △ 28, 696 △ 12. 7 100. 0

諸 収 入 △ 6, 305 △ 27. 1 174. 4

市 債 ― 38, 400 皆増 76. 8

△ 110, 848 △ 6. 4 88. 5

4 400 385 1, 418

9, 738 16, 980 23, 285

196, 807 196, 806 225, 502

合 計

5

6

7

8

9

区  分

1

2

3

（ 単位： 千円・ ％）

予 算 現 額 決   算   額 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 収 入 率

52 7, 582

款  別

87, 983 80, 196 34, 207

1, 083, 7491, 127, 950 931, 836

1, 527

350, 000 350, 000 350, 000

1, 236 1, 348 1, 108

50, 000 38, 400

1, 825, 641 1, 616, 003 1, 726, 851
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第１款 分担金及び負担金 

決算額は５万２千円で、予算現額に対し３.４％の収入率である。 

前年度と比較すると７５３万円（９９.３％）減少している。 

 
下水道事業受益者負担金収入状況は、次のとおりである。 

 
下水道事業受益者負担金収入状況 

 

件数（ 件）

調 定 額 0

収 入 済 額 0

不 納 欠 損 額 0

収 入 未 済 額 0

収 入 率 ―

現   年   度   分 滞  納  繰  越  分 合　 　 　 　 計

件数（ 件）  金　 額 ( 円）  金　 額 ( 円） 件数（ 件）  金　 額 ( 円）
区 分

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

―― ― ― ―

 

 

第２款 使用料及び手数料 

決算額は９億３,１８３万６千円で、予算現額に対し８２.６％の収入率である。 

前年度と比較すると１億５,１９１万３千円（１４.０％）減少している。なお、決算額には下水

道施設占用料２４万９千円及び下水道手数料３８万５千円が含まれている。 

また、不納欠損額は３０万４千円で、前年度と比較すると５万１千円（１４.４％）減少してい

る。 

 

 下水道使用料収入状況は、次のとおりである。 

 
下 水 道 使 用 料 収 入 状 況 

予算現額 対調定
( 千円） 収入率

平
成

現 年 度 分 1, 121, 550 930, 997, 168 925, 889, 800 0 5, 107, 368 99. 5

29 滞納繰越分 5, 883 15, 472, 940 5, 312, 676 303, 615 9, 856, 649 34. 3

年
度 合 計 1, 127, 433 946, 470, 108 931, 202, 476 303, 615 14, 964, 017 98. 4

平
成

現 年 度 分 1, 199, 804 1, 094, 906, 682 1, 080, 161, 195 0 14, 745, 487 98. 7

28 滞納繰越分 6, 238 4, 011, 966 2, 929, 812 354, 701 727, 453 73. 0

年
度

合 計 1, 206, 042 1, 098, 918, 648 1, 083, 091, 007 354, 701 15, 472, 940 98. 6

　 　 　 　 （ 単位： 円・ ％）

区  分
調　 定　 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

年  度
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第３款 国庫支出金 

決算額は８,０１９万６千円で、予算現額に対して９１.１％の収入率である。 

前年度と比較すると４,５９８万９千円（１３４.４％）増加している。 
 

第４款 都支出金 

決算額は３８万５千円で、予算現額に対して９６.３％の収入率である。 

前年度と比較すると１０３万３千円（７２.８％）減少している。 
 
第５款 財産収入 

決算額は１３４万８千円で、予算現額に対して１０９.１％の収入率である。 

前年度と比較すると２４万円（２１.７％）増加している。 
 
第６款 繰入金 

決算額は３億５,０００万円で、予算現額に対して１００.０％の収入率である。 

前年度と同額である。 
 
第７款 繰越金 

決算額は１億９,６８０万６千円で、予算現額に対して１００.０％の収入率である。 

前年度と比較すると２,８６９万６千円（１２.７％）減少している。 
 
第８款 諸収入 

決算額は１,６９８万円で、予算現額に対して１７４.４％の収入率である。 

前年度と比較すると６３０万５千円（２７.１％）減少している。 
 
第 9款 市債 

 決算額は３,８４０万円で、予算現額に対して７６.８％の収入率である。 

 前年度と比較すると皆増である。 

 

市債残高の状況は、次のとおりである。 

市 債 残 高 の 状 況 

年　 度

区　 分

公 共 下 水 道 事 業

流 域 下 水 道 事 業

公 営 企 業 借 換

財 務 省

郵 便 貯 金
簡 易 生 命 保 険 管 理 機 構

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

借
入
先
別

1, 293, 035

72, 838

合 計 3, 763, 972 38, 400 372, 698 3, 429, 674

948, 902

（ 単位： 千円）

137, 008 1, 350, 589

162, 852 1, 130, 183

658, 504

0

現 在 高

0

1, 449, 197 38, 400

3, 050, 858 38, 400

713, 114 0

1, 021, 740 0

合 計 3, 763, 972 38, 400 372, 698 3, 429, 674

目
的
別

0

2, 771, 170

54, 610

平成28年度末 平 成 29 年 度 平 成 29 年 度 平成29年度末

0

現 在 高 借 入 額 元 金 償 還 額

318, 088

0
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③ 歳出の状況 

予算現額１８億２,５６４万１千円に対し、決算額は１３億１,８６５万４千円で、前年度と比較

すると２億１,１３９万１千円（１３.８％）減少している。執行率は７２.２％で、前年度と比較すると

１０.６ポイント下回っている。 

 

歳出の款別決算状況は、次のとおりである。 

下 水 道 費 72. 9 316, 716

基金積立金 0. 8 159, 905

公 債 費 99. 9 366

予 備 費 0. 0 30, 000

72. 2 506, 987

※１下水道費の不用額316,716千円には、翌年度繰越額113,811千円を含む。

465, 347 483, 337 △ 17, 990 △ 3. 7465, 713

0 ―30, 000 0 0

増減率 執行率 不用額

1, 825, 641 1, 318, 654 1, 530, 045 △ 211, 391 △ 13. 8

151, 739 △ 150, 396

894, 969 △ 43, 005 △ 4. 8

合 計

区  分

1

3

款  別

4

2

（ 単位： 千円・ ％）

予算現額 決算額 前年度決算額 増減額

161, 248 1, 343 △ 99. 1

1, 168, 680 851, 964

  
 

 

第１款 下水道費 

決算額は８億５,１９６万４千円で、執行率は７２.９％である。 

前年度と比較すると４,３００万５千円（４.８％）減少している。 

 

第 2款 基金積立金 

決算額は１３４万３千円で、執行率は０.８％である。 

 前年度と比較すると１億５,０３９万６千円（９９.１％）減少している。 

 

第 3款 公債費 

決算額は４億６,５３４万７千円で、執行率は９９.９％である。 

 前年度と比較すると１,７９９万円（３.７％）減少している。 

 内訳は、市債元金償還費が３億７,２６９万８千円で、前年度と比較すると４５４万１千円 

（１.２％）減少し、市債利子償還費は９,２６４万９千円で、前年度と比較すると１,３４４万９千円 

（１２.７％）減少している。  
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６ 実質収支に関する調書 

 各会計の実質収支に関する調書は、法令に基づいて調製されており、計数は決算書と照合 

の結果、適正であると認められた。 

  なお、平成２７年度から平成２９年度までの各会計実質収支状況は、次のとおりである。 

　 　 （ 単位： 円）

会計区分

536, 502, 736 1, 112, 085, 443 1, 536, 449, 944

421, 286, 466 489, 242, 979 293, 107, 022

240, 273, 833 182, 031, 855 160, 927, 157

11, 946, 829 17, 002, 036 20, 396, 495

183, 538, 036 196, 806, 563 225, 502, 202

1, 393, 547, 900 1, 997, 168, 876 2, 236, 382, 820

年  度
平成28年度

下 水 道 事 業 会 計

合 計

平成27年度

後期高齢者医療特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

平成29年度

 

７ 財産に関する調書 

（１）公有財産 

  ① 土地及び建物 

土地及び建物の状況は、次のとおりである。 

行 政 財 産 496, 814. 850 △ 1, 947. 330 494, 867. 520

普 通 財 産 29, 500. 130 7. 730 29, 507. 860

合 計 526, 314. 980 △ 1, 939. 600 524, 375. 380

行 政 財 産 140, 807. 540 4, 069. 790 144, 877. 330

普 通 財 産 1, 074. 820 0. 000 1, 074. 820

合 計 141, 882. 360 4, 069. 790 145, 952. 150

土　 地

建　 物

区　 　 　 　 　 　 分

      （ 単位： ㎡）

前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

※決算年度中増減高は、固定資産台帳棚卸調査の結果、数値の調整を行ったものを含む。 

 
行政財産のうち、建物は、もくせい会館、防災食育センターの建設により、６,２５２平方 

メートル増加し、第一学校給食センター、福生駅西口市営駐車場、第一、第五市営住宅の解体等に

より、２,１８３平方メートル減少し、年度末現在高は、１４万４,８７７平方メートルである。 

 

その他、固定資産台帳棚卸調査の結果、実態との数値の調整を行ったことにより、増減が生じている。 
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② 物 権 

地上権の増減はなく、決算年度末現在高は４９１平方メートルである。 

     （ 単位： ㎡）

区　 　 　 　 　 　 　 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

地　 　 　   上　 　 　   権 490. 955 0 490. 955

 

③ 出資による権利 

 出資による権利の状況は、次のとおりである。 

   （ 単位： 千円）

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

東京都農業 信用基金協会出 資金 90 0 90

公 益 財 団 法 人 東 京 都
都 市 づ く り 公 社 出 え ん 金

500 0 500

福 生 市 土 地 開 発 公 社 出 資 金 5, 000 0 5, 000

公益財団法人東京し ご と 財団出えん金 3, 000 0 3, 000

公 益 財 団 法 人 東 京 都 農 林
水 産 振 興 財 団 出 え ん 金

955 0 955

公 益 財 団 法 人 暴 力 団 追 放 運 動
推 進 都 民 セ ン タ ー 出 え ん 金

3, 382 0 3, 382

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金 2, 700 0 2, 700

合 計 15, 627 0 15, 627

   

（２）債 権 

債権の状況は、次のとおりである。 

    （ 単位： 千円）

区　 　 　 　 　 　 　 　 　 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

社 会 福 祉 法 人 福 生 市 社 会 福 祉
協 議 会 生 活 資 金 貸 付 金

6, 000 0 6, 000

 

（３）物 品 

５０万円以上の重要備品は、主なものとして、防災食育センターの稼動による厨房器具類（食器消毒保

管庫、冷蔵庫等）や、車両類（普通貨物自動車、軽自動車等）の買い替え等により増減があり、１９１件

の増加及び４４件の減少となり、決算年度末現在高は７２３件である。 
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（４）基  金 

各基金の状況は、次のとおりである。 

        （ 単位： 円）
区  分

基 金 名

退 職 手 当 特 別 負 担 金 準 備 基 金 563, 556 36 563, 592

庁 舎 維 持 管 理 基 金 26, 115, 383 270, 009, 239 296, 124, 622

都 市 施 設 整 備 基 金 1, 523, 801, 213 500, 919, 852 2, 024, 721, 065

育 英 基 金 15, 350, 000 0 15, 350, 000

市 営 住 宅 等 管 理 基 金 298, 375, 139 228, 193 298, 603, 332

財 政 調 整 基 金 2, 699, 786, 407 17, 565, 830 2, 717, 352, 237

学 校 施 設 等 整 備 基 金 1, 730, 252, 025 △ 58, 881, 714 1, 671, 370, 311

ふる さ と 人づく り ま ちづく り 基金 419, 075, 112 △ 1, 564, 336 417, 510, 776

介 護 給 付 費 準 備 基 金 244, 433, 923 142, 130, 899 386, 564, 822

再 編 交 付 金 事 業 基 金 599, 953, 033 △ 274, 592, 400 325, 360, 633

特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金 691, 633, 000 △ 147, 615, 000 544, 018, 000

下 水 道 事 業 基 金 996, 449, 852 1, 343, 553 997, 793, 405

国民健康保険高額療養費等資金貸付基金 6, 000, 000 0 6, 000, 000

合　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 9, 251, 788, 643 449, 544, 152 9, 701, 332, 795

前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

  
【退職手当特別負担金準備基金】 

基金から生じた利子を積立て、決算年度末現在高は５６万４千円である。 

 
【庁舎維持管理基金】 

基金から生じた利子９千円及び積立金２億７,０００万円を積立て、決算年度末現在高は 

２億９,６１２万５千円である。 

 
【都市施設整備基金】 

基金から生じた利子９２万円及び積立金７億円を積立て、一般会計へ２億円を繰入れた。 

決算年度末現在高は２０億２,４７２万１千円である。 

内訳は、預金１６億６７３万１千円、土地開発公社貸付運用金４億１,７９９万円である。 

 
【育英基金】 

 決算年度末現在高は前年度と同額で１,５３５万円である。 

 
【市営住宅等管理基金】 

 基金から生じた利子２２万８千円を積立て、決算年度末現在高は２億９,８６０万３千円である。 

 

【財政調整基金】 

 基金から生じた利子２０万９千円及び積立金１,７３５万７千円を積立て、決算年度末現在高は 

２７億１,７３５万２千円である。 

 
【学校施設等整備基金】 

基金から生じた利子１１１万８千円を積立て、一般会計へ６,０００万円を繰入れた。 

決算年度末現在高は１６億７,１３７万円である。 

内訳は、預金１２億２,６０１万８千円、土地開発公社貸付運用金４億４,５３５万２千円である。 
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【ふるさと人づくりまちづくり基金】 

積立金２１６万７千円を積立て、一般会計へ３７３万１千円を繰入れた。 

決算年度末現在高は４億１,７５１万１千円である。 

 

【介護給付費準備基金】 

  基金から生じた利子８万６千円及び積立金１億６,０２７万５千円を積立て、介護保険特別会計へ 

１,８２３万円を繰入れた。 

決算年度末現在高は３億８,６５６万５千円である。 

 

【再編交付金事業基金】 

一般会計へ２億７,４５９万２千円を繰入れ、決算年度末現在高は３億２,５３６万１千円である。 

 

【特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金】 

    積立金４億１,１２１万５千円を積立て、一般会計へ５億５,８８３万円を繰入れた。 

決算年度末現在高は５億４,４０１万８千円である。 

 

【下水道事業基金】 

 基金から生じた利子１３４万４千円を積立て、決算年度末現在高は９億９,７７９万３千円である。 

 

【国民健康保険高額療養費等資金貸付基金】 

  決算年度末現在高は前年度と同額で６００万円である。 

 

８ 運用基金の運用状況 

特定目的のために定額の資金を運用している基金の運用状況は、次のとおりである。 

 
（１）国民健康保険高額療養費等資金貸付基金 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 単位： 円）　 　 （ 単位： 円）

基 金 6, 000, 000

預        　      金 貸　 　 　 　 付　 　 　 　 金

前 年 度 末 現 在 高 6, 000, 000 0

決 算 年 度 中 増 減 高 0 0

決 算 年 度 末 現 在 高 6, 000, 000 0

基 金 繰 入 高 0

5, 516, 528 5, 516, 528

払 出 高 5, 516, 528

受 入 高

0

基 金 繰 出 高 0 0

5, 516, 528

修 正 高 0 0
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第４  むすび 

 

１ 財政構造 

政府が閣議決定した平成 30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度の

平成 29年度の経済動向によれば、「平成 29年度の我が国経済をみると、雇用・

所得環境の改善が続く中で、緩やかに回復している。海外経済が回復する下で、

輸出や生産の持ち直しが続くとともに、個人消費や民間設備投資が持ち直すなど

民需が改善し、経済の好循環が実現しつつある。雇用・所得環境の改善が続く中、

各種政策の効果もあって、景気は緩やかな回復が続くことが見込まれる。」とし

ている。 

このような背景の下で、福生市においては、法人市民税の減少等市税収入が伸

びない中、継続的な社会保障関連経費の増加、大規模事業の継続実施、公共施設

の更新・長寿命化への対応等、多くの財源を必要としており、依然リスクの高い

状況に変わりはない。 

平成 29年度の財政状況を決算統計資料の普通会計に当てはめてみると、実質収

支比率は４.６％で前年度比５.０ポイント減少し、当年度の実質収支から前年度

の実質収支を差し引いた単年度収支額は△５億７,５５８万３千円となっている。財

政力指数は０.７８６で前年度比０.００８ポイントとわずかに改善しているが、

財政基盤の弱い構造は変わっていない。 

また、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９０.７％で前年度比０.４ポイ

ントの改善、公債費負担比率は４.７％で前年度と同率である。財政力指数、経常

収支比率は依然として厳しい状況であり、財政構造の硬直化が続いている。 

 

２ 一般会計 

歳入決算額は２６５億９,３９７万２千円、歳出決算額は２６０億５,７４６万９千円

となっており、歳入歳出決算額の前年度対比を見ると、歳入は０.４％の減少、

歳出は１.９％増加している。 

歳入については、繰入金、市債、都支出金等の増加はあったが、一方、繰越金、

国庫支出金、地方交付税、諸収入等の減により減少している。 

歳出については、主に、財政調整基金積立金、防災食育センター整備事業、杉

ノ子第三保育園建設費補助金、中学校体育館非構造部材落下防止対策事業、臨時

福祉給付金等給付事業、第二市営住宅Ａ棟エレベーター設置及びＡＢ棟外壁改良

工事等の減少はあったが、都市施設整備基金積立金、給食調理用備品購入費、福

生杉ノ子保育園建設費補助金、庁舎維持管理基金積立金、新扶桑会館整備事業、

都市計画道路３・４・７号富士見通り線整備事業、臨時福祉給付金（経済対策分）

給付事業等の増によって全体として増加している。 
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３ 特別会計 

 次に、特別会計について見ると、国民健康保険特別会計は、歳入の決算額を前

年度と対比すると０.４％減少し、歳出は０.４％増加している。歳入減少の主な

内訳は、療養給付費等交付金、共同事業交付金、国民健康保険税等で、歳出増加

の主な内訳は、諸支出金、総務費、保健事業費等である。 

 介護保険特別会計は、歳入で支払基金交付金、国庫支出金、繰入金等の増によ

り、前年度比４.７％の増加、歳出では介護給付費、地域支援事業費等の増によ

り、前年度比３.４％の増加になっている。後期高齢者医療特別会計にあっては、

歳入で後期高齢者医療保険料等の増により、前年度比０.２％の増加、歳出では

広域連合納付金等の増により、前年度比０.７％の増加となっている。 

一方、下水道事業会計は、歳入で使用料及び手数料、繰越金等の減により、

６.４％の減少、歳出では基金積立金、下水道費等が減になったことで、前年度

比１３.８％の減少となっている。 

なお、一般会計から特別会計への繰出金の合計は２５億６,７２０万１千円で

前年度比６,６１２万６千円（２.６％）増加している。 

 

４ 決算審査について 

次に、当年度の決算審査の中から、個別の事項等について述べる。 

 

≪全庁的な事項≫ 

（１）新公会計制度の導入による影響について 

 ア 事務報告書の掲載内容の見直しについて 

新公会計制度の導入により提供される情報が追加され、これに伴い、事務報

告書に重複情報や同等の情報が掲載されている場合には、事務報告書の掲載を

見直すなど、作業の削減を図るべきである。 

例えば、会計課では事務報告書に節別決算状況を掲載しているが、これまで

他部署や議会、外部機関において、資料としての活用実績は確認できていない。

平成 28 年度から、決算説明書や財務諸表が作成され、事業単位の決算状況が

把握できるようになり、節別決算状況の資料的価値は今まで以上に薄れつつあ

る。当該資料の作成には手作業による集計も含まれ、決算調製の多忙な時期に

行わなければならず、活用機会の少ない統計資料に時間を費やすことは不合理

である。 

このような情報については掲載の見直しを検討されるよう要望する。 

 

イ 管理用の表示組替えについて 

新公会計制度の導入により一般会計に続き平成 29 年度から特別会計につい

ても事業別の予算に組み替えられたが、特別会計においては事業別にすること
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で、本来一体として行っている業務が細分化され、業務の概要がかえって分か

りにくくなっている事業が散見された。 

これは、補助金や予算設定との兼ね合いによるものと考えられる。原則的に

は事業別の表記とすべきであるが、業務の実施単位として捉えた場合に、逆に

分かりにくくなるようであれば、管理用の表示組替え（具体的には事業の連結）

を行うことも検討すべきである。 

これは、福生市が事業別会計という先駆的な制度を導入し、詳細な情報を入

手し得るからこそ生じる課題であり、継続的かつ慎重に検討する必要がある。 

 

（２）成果測定について 

ア 事業の成果指標の設定について 

民間企業は数値で評価可能な利益の追求を目的としているのに対し、市の事

業については成果を数値換算できないものも多く、成果を評価することは難し

い。しかし、目標に至るまでの経過で数値が発生する場合には、代替成果とし

て成果指標を設定することにより、最終的な目標達成時の成果が推測できるよ

うになる。 

例えば、教育指導課での「総合的な不登校児童・生徒支援モデル事業」では、

タブレット活用学習支援を行っているが、最終的な目標である不登校児童・生

徒の社会的な自立という成果の測定はできなくても、タブレットの利用頻度を

表す通信時間や、学級担任とのやり取りの量を表すメッセージの文字数といっ

た数値を利用することによって、代替成果の測定が可能となる。 

代替成果の妥当性については十分な注意が必要であるが（事例の場合には

「タブレットの利用頻度や、学級担任とのやり取りが不登校児童・生徒の社会

的な自立につながる」といえることが前提）、成果の測定ができるものについ

ては、成果指標の設定が必要である。特にＩＴを使用する事業においては、指

標となるデータの抽出が容易となることから、ＩＴの導入が進むことを考える

と、積極的な活用が望まれる。 

なお、今回の決算審査でのヒアリングにかかわらず、教育指導課では上記の

事業に関して、平成 30年度で代替成果の測定を行う予定とのことであった。 

 

イ 優良住宅取得推進助成金のＰＲ効果の測定について 

優良住宅取得推進助成金については、助成件数が前年度の 17件から 45件へ

と増えており、件数自体は増加しているが、本来の目的である市外からの転入

と、市外への転出抑制にどの程度効果があったのかは分かっていない。長期優

良住宅建築の認定申請の際等に、助成金の取得を勧めているため、市内での住

宅取得の意思決定をした際に助成金の存在を知らなかった件数も多く含まれ

ていると推測される。 
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まちづくり計画課では、近郊の住宅展示場に住宅取得推進助成金のチラシを

置くなどのＰＲを行っているが、実際に助成を申請した市民に対し、住宅取得

の意思決定をした際に助成金の存在を把握していたかという調査を行ってい

ない。 

助成金申請の際でも、簡単な質問事項（助成金制度を知ったタイミング、助

成金制度が住宅取得の判断に影響を与えたか等）であれば、回答可能かと思わ

れるので、申請者がどのタイミングで助成金制度を認識したのか把握するよう

要望する。（その他の同様の事業についても同じことがいえると思われる。） 

 

（３）行政改革について 

ア 施設の利活用と事業の見直しについて 

公共施設等総合管理計画が策定され、個別施設計画の策定が進められること

になり、施設の利活用・複合化・集約化等が検討されている。これは人口減少

が進む中で、運営可能な規模に自治体施設をスケールダウンすることが自治体

の存続に必須と考えられているためである。 

しかしながら、これは施設のスケールダウンだけではなく、事業の大きな見

直しが伴わなければ達成困難な取組である。 

このため、既存事業のうち、費用対効果が低い事業や代替可能性の高い事業

は廃止を検討したり、同種並立している事業については統合・整理したりする

など、大きな見直しが必要となってくる。 

福生市が住民にとって魅力のある街として存続するためにも、革新的な取組

を要望する。 

 

イ 超過勤務の縮減と業務の効率化について 

超過勤務は前年度に比べ微減となっているが、事業は増加傾向にあることか

ら職員への負担は依然として過大傾向にあり、メンタルヘルスの不調も憂慮さ

れている。 

超過勤務を減らすには、職員を増やす、業務の作業効率を上げる、業務を減

らす、という３つの方法しかないが、職員を増やすことは財源の面からも限界

がある。作業効率の向上についても個人の能力向上に依存し続けることは難し

く、業務を減らすという選択肢を持たなければならない段階に入っていると思

われる。 

平成 27年度、平成 28年度と引き続いて報告しているが、「時代遅れとなり

不要となった書類作成や承認確認手続を廃止するための仕組みの導入」、「新た

な事業が一つ追加されたら、既存事業を一つ削減・統合するといった考え方の

採用」といったような、創造的な破壊が必要と考える。 

平成 30年度に行政管理課が新設されたこともあり抜本的な改革を期待する。 
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ウ ＩＴの導入について 

上記のとおり、業務効率の上昇をマンパワーに頼ることは限界があると考え

るが、ここ一年でＩＴ分野の中でもＡＩやＲＰＡ（Robotic Process Automation）

により、事務作業の支援や単純作業の削減といった業務効率化の試みが、自治

体でも行われるようになってきている。 

ＡＩについては、まだまだ試験的な取組が多いが、部分的な機能については

既に利用可能なレベルまで達し、商業ベースに乗っている。 

例えば、子ども家庭支援課では相談件数の増加に伴い、その内容を記録する

作業についても膨大な時間が費やされており、職員や相談員の負担となってい

る。相談記録は各ケースの重要な証拠となるため、些細な内容であっても記録

作業を省くことができず、また、記録することにより、担当だけでなく他の相

談員への周知にもなるため、他の業務に優先して行わなければならない。 

このような場合に、相談記録を迅速にかつ負担なく行えるよう電話相談での

音声を自動で文字化するシステムを利用するなど、ＡＩによる音声認識技術の

利用も考えられ、業務効率化のためのＩＴ導入についても検討されるよう要望

する。 

 

（４）ＩＴシステムについて 

ア ＩＴシステムに関する取引金額の確認不足について 

福生市では多くの帳簿体系がＩＴ化されており、今後のＩＴ技術の進歩に伴

ってますますＩＴシステムの導入が進んでいくと予想される。現状でも、年間

４～５億円のＩＴ投資が行われており、福生市の予算に占める割合は一般会

計・特別会計を合わせて１％ほどになる。このような多額の支出にもかかわら

ず、支出額の妥当性が十分に検討されていない事例が見受けられる。 

平成 28 年度決算審査における審査意見書で述べたとおり、電算システムの

経費の妥当性については、各担当課においても見積りを契約前に詳細にチェッ

クし、業者に対し最低限の質問や値下げ交渉を行うよう再度要望する。 

 

イ セキュリティの確保について 

平成 29 年度において、ふっさっ子の広場教室内に借り上げによるパソコン

が各校に２台設置されている。うち１台はインターネットに接続しているが、

個人情報はもう１台のインターネットに未接続のパソコンに集約されている

ため、セキュリティ上問題ないとしている。 

しかし、これらのパソコンのセキュリティについては、情報システム課の直

接の管轄にはなっておらず、担当課が情報セキュリティポリシーに準拠して管

理している状況であり、教育委員会が委託しているＩＴ管理業務の範囲にも含

まれていない。 
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当該パソコンも福生市が管理責任を負うパソコンであることには間違いが

なく、インターネットにつないでいる以上、セキュリティ対策は一定水準以上

に保たれる必要があり、専門家による対策が担保されていることを確認できる

ような管理体制を要望する。 

 

≪個別の指摘事項≫ 

（１）セット購入の弊害について 

学校で利用するための個別学習用タブレットの借上料と通信費については、

すべて通信運搬費に計上されている。これは、通信キャリアとの契約により、

借上料が定額通信料と合算されて通信費として請求されるためで、予算計上で

は、物品と通信の経費内訳が不明確となり、適正な価格であるかの判定が困難

となっている。 

切り分けができないことで、割安感を生むことが通信キャリアの目論見と考

えられ、切り離しは難しいと思われるが、担当課としてはこの目論見を十分に

理解したうえで、機器単体と通信費を別個に見積もって合計した場合、果たし

て適正価格となるのかを十分に検証するよう要望する。 

 

（２）市ホームページについて 

ア アクセス分析の活用について 

秘書広報課では、ホームページのアクセスランキングを庁内ＬＡＮに掲示し

ており、ホームページのアクセス分析情報について、担当課から要望があれば

提供する旨を周知している。しかし、いずれの部署からも分析情報の提供を求

められることはなかったとのことである。 

情報提供を求められなかったことについては、そもそもどのような分析情報

が入手できるのか、分析情報をどのように活かせばよいのか、担当課が理解で

きていないためと考えられる。 

広報活動によって事業実績に影響のある部署に対しては、利用できる情報を

具体的に例示するなど、アクセス分析を活用するための方法を周知するよう要

望する。 

 

イ ホームページ広告料について 

歳入における市ホームページの広告料が前年度から増加しているが、秘書広

報課では担当課職員が市内業者を回り、新たに２社との契約を取り交わしたと

のことであり、営業努力によるものと評価する。 

 

（３）小中学校の電気料金の契約について 

小中学校の電気料金については、各校で増減にばらつきがあり、節電意識や



 - 76 - 

 

対策についても各学校長の判断に委ねられている。担当課によれば、学校の基

本料金は現在デマンド契約により過去１年間のうちの、１日の使用量の最大値

を基に契約電力が設定されているとのことであった。 

しかし、学校施設は他の施設と比べて電力使用量を調整することが難しいた

め、各校の増減理由をより詳細に分析し、デマンド契約そのものが学校の電気

料金契約として適しているのか検証するよう要望する。 

 

（４）一括契約について 

教育総務課では、防犯カメラ更新工事において、市内５校で防犯カメラの更

新工事が必要となったことから、一括で工事契約している。このことにより、

防犯カメラを５校で同一品に揃えることができたため、管理がしやすくなると

ともに、仕入価格を下げ、メンテナンス費用の削減を図ることができ、また、

１校ずつ契約するよりも事務手続を簡略化することができたとのことである。 

このような取組は他部署でも同様に行われるように希望する。 

 

（５）証明書発行の自動交付促進について 

福生市では、マイナンバーカード交付を促進しようと申請サポートを実施し

たところ、申請者 775 人のうち１/３以上が、身分証明書代わりに取得したい

という 60 代以上の方であった。現状では、マイナンバーカードによる恩恵が

ないことからマイナンバーカードは普及しておらず、コンビニでの自動交付も

なかなか普及しないと考えられる。 

証明書発行もコンビニでの自動交付にシフトしていけば、証明書発行は窓口

対応をせずにおおむね自動化することができ、職員を他の業務に振り替えるこ

とができるため、証明書発行は自動化を進めることが望ましいといえる。 

しかしながら、コンビニでの自動交付と窓口交付の手数料が同じ場合には、

敢えてマイナンバーカードの発行を希望する市民も少ないと思われ、証明書の

発行手数料については、窓口交付の値上げ、もしくは自動交付の値下げにより、

自動交付に少しでもメリットが感じられる見直しを検討されるよう要望する。 

 

（６）生きがい活動支援デイサービス事業委託料について 

本事業の対象者は当初一日当たり 15 人を見込んでいたが、実績は８人程度

にとどまっている。その分一人当たりのサービスは手厚く行われているとのこ

とであるが、特定個人に過度なサービス提供が行われることは望ましいとはい

えない。当初想定に近づくような試みをすべきであり、もし、当初想定が達成

できないということであれば、それは想定が誤っていたということでもあり、

制度設計の見直しを検討するよう要望する。 
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（７）敬老記念品の支給について 

高齢化の進行に伴い、敬老記念品の支出額は毎年増加し、平成 29 年度決算

額は２千万円を超える規模となっている。 

一切支給のない自治体もある中で、市の財政にとって相当な負担となってお

り、定期的（例えば５年ごと等）に支給内容の見直しを検討するような仕組み

を設けるなど、社会環境に応じた対応を行うことを要望する。 

 

（８）地域ポータルサイトのモバイル対応について 

地域ポータルサイトはまちの魅力発信の重要なサイトとして位置付けられ

ているが、スマートフォンなどのモバイル端末に対応していない。 

観光地などのインターネット検索はパソコンよりもスマートフォンから行

われることが多いため、今後のサイト更新の際にはモバイルに対応するよう要

望する。 

 

（９）収納率について 

市税等について、滞納を作らないということを目標に、早期に対応している

努力が見受けられ、保育料及び学童クラブ育成料の収納率については、滞納繰

越分も含め１００％となっている。 

一方で、収納率が減少しているものもあるが、その滞納状況については調査

し、把握しているとのことである。 

収納業務については、前向きな姿勢を維持しつつ実態を把握し、今後も更な

る収納率向上に努められることを要望する。 

 

（10）町会活動補助金について 

町会加入率は３７.８３％で、前年度比０.８４ポイント減少しており、加入

世帯数も減少している。 

町会活動補助金の交付額の算定は、均等割・組数割・世帯割となっており、

現在の交付方法では組数割の基準額が大きく、世帯数が少なくても組数が多い

（一組当たりの世帯数が少ない）ところが多く交付される仕組みとなっている。 

過去の経緯や他市の状況等を調査し、交付額（均等割・組数割・世帯割）の

検討をされるよう要望する。 

 

（11）学校支援コーディネーターについて 

学校支援地域組織として、各学校に学校支援コーディネーターが選任され、

コーディネーターは、学校の求めに応じてボランティアである学校支援サポー

ターと連絡調整をして、授業支援や行事支援等を行っているが、学校間におい

て活動時間に大きな差が生じている。 



 - 78 - 

 

学校から学校支援コーディネーターへの要請状況を把握し、活動時間差の要

因分析を踏まえて、各学校へ指導・助言を行い、効果的な支援が図られるよう

要望する。 

 

 

以上、決算審査について述べてきたが、平成 29 年度は一般会計、特別会計と

もに前年度に引き続き、実質収支では黒字を計上している。 

この要因は、自主財源が乏しい厳しい財政事情の中、様々な事業を実施するに

あたり、財源確保に向け、全庁一丸となって積極的に取り組んだことによるもの

と考える。例えば、国庫支出金である特別措置法による再編交付金が平成 28年

度で交付終了となったが、平成 29年度では、特定防衛施設周辺整備調整交付金

について再編交付金と同程度の増額を獲得するなど、新たな収入財源について常

に検討し、事業経費の財源確保に努めている。また、歳出では、既存事業の見直

し、事業は最小の経費で執行する等、効率的な予算執行を行っている。 

こうした中、平成 29 年度は、防災食育センターの稼動、中学校完全給食及び

食物アレルギー対応給食の実施、もくせい会館の供用開始があり、第４期総合計

画の７つのまちづくりの目標に向けた定住化に資する子育て支援策、教育施策等

様々な施策が展開された。 

しかしながら、今後、益々多様化する行政需要に対し、実質収支は黒字でも単

年度収支は赤字であり、少子高齢化、人口減少の進展により市税収入が伸び悩む

中、景気が回復基調とはいえ、市政を取り巻く状況は決して楽観できる状況では

なく、財源不足は否めないと推測される。 

したがって、このような状況を踏まえ、財務諸表を活用したＰＤＣＡサイクル

により市民生活に真に必要性の高い施策なのかを評価し、積極的に事業の取捨選

択を行われたい。そして、職員一人ひとりがこれらのことを十分に認識し、効果

的、効率的な行財政運営に努められるよう要望する。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

        



別表１

予算現額 　 　 　 　 　   収

（ 千円） 現年課税分 滞納繰越分 合       計 現年課税分

国 立 市 14, 823, 604 14, 954, 789, 386 74, 223, 253 15, 029, 012, 639 14, 913, 994, 532

狛 江 市 12, 120, 734 12, 070, 976, 131 60, 032, 157 12, 131, 008, 288 12, 047, 093, 246

小 金 井 市 21, 039, 463 21, 219, 423, 583 263, 330, 689 21, 482, 754, 272 21, 151, 701, 667

日 野 市 30, 151, 071 30, 652, 382, 257 308, 726, 738 30, 961, 108, 995 30, 510, 481, 482

町 田 市 68, 327, 876 68, 349, 862, 326 1, 107, 322, 271 69, 457, 184, 597 68, 004, 096, 716

稲 城 市 15, 074, 341 15, 107, 202, 438 233, 885, 884 15, 341, 088, 322 15, 068, 472, 431

国 分 寺 市 22, 592, 478 22, 508, 077, 798 395, 810, 145 22, 903, 887, 943 22, 402, 806, 444

東久留米市 16, 597, 119 16, 810, 445, 535 251, 397, 061 17, 061, 842, 596 16, 684, 399, 477

あ き る 野市 10, 676, 772 10, 764, 015, 980 175, 338, 535 10, 939, 354, 515 10, 688, 057, 743

調 布 市 44, 474, 801 45, 673, 927, 548 869, 734, 922 46, 543, 662, 470 45, 357, 243, 002

多 摩 市 28, 437, 514 28, 622, 316, 205 510, 634, 885 29, 132, 951, 090 28, 448, 788, 791

西 東 京 市 31, 482, 397 31, 634, 337, 252 636, 376, 748 32, 270, 714, 000 31, 413, 686, 924

武 蔵 野 市 39, 818, 040 39, 983, 149, 731 779, 355, 629 40, 762, 505, 360 39, 851, 411, 003

三 鷹 市 37, 290, 234 37, 199, 187, 160 742, 677, 541 37, 941, 864, 701 36, 948, 605, 773

小 平 市 30, 830, 000 31, 132, 715, 621 635, 609, 969 31, 768, 325, 590 30, 938, 672, 862

府 中 市 51, 121, 469 51, 390, 964, 060 1, 058, 404, 146 52, 449, 368, 206 51, 039, 918, 099

立 川 市 38, 892, 813 39, 470, 057, 262 853, 069, 048 40, 323, 126, 310 39, 257, 243, 440

昭 島 市 19, 074, 401 19, 218, 441, 689 408, 159, 039 19, 626, 600, 728 19, 098, 583, 463

清 瀬 市 9, 265, 817 9, 503, 831, 841 206, 593, 914 9, 710, 425, 755 9, 426, 502, 578

福 生 市 8, 013, 126 8, 009, 021, 237 176, 944, 320 8, 185, 965, 557 7, 923, 247, 392

八 王 子 市 89, 944, 072 89, 780, 320, 009 2, 264, 042, 492 92, 044, 362, 501 89, 171, 794, 520

東 村 山 市 20, 895, 079 20, 922, 952, 990 493, 445, 939 21, 416, 398, 929 20, 758, 425, 137

羽 村 市 10, 299, 866 10, 262, 794, 730 263, 156, 565 10, 525, 951, 295 10, 167, 574, 729

武蔵村山市 10, 283, 546 10, 277, 356, 867 323, 694, 152 10, 601, 051, 019 10, 186, 637, 753

東 大 和 市 12, 462, 630 12, 665, 311, 623 368, 316, 400 13, 033, 628, 023 12, 551, 959, 684

青 梅 市 20, 050, 559 20, 309, 486, 177 781, 996, 673 21, 091, 482, 850 20, 080, 594, 440

市 平 均 27, 463, 070 27, 634, 359, 517 547, 779, 966 28, 182, 139, 483 27, 465, 076, 666
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第５　参考資料

東 京 都 2 6 市 の

市　 　 名
調　 　 　 　 　 　 　 定　 　 　 　 　 　 　 額



滞納繰越分 合　 　 　 計
現   年
課税分

滞   納
繰越分 計 順位

現   年
課税分

滞   納
繰越分 計 順位

49, 248, 556 14, 963, 243, 088 99. 7 66. 4 99. 6 1 99. 7 63. 6 99. 4 1 0. 2

29, 683, 408 12, 076, 776, 654 99. 8 49. 4 99. 6 1 99. 8 45. 0 99. 3 2 0. 3

129, 317, 986 21, 281, 019, 653 99. 7 49. 1 99. 1 3 99. 6 44. 8 98. 6 4 0. 5

140, 019, 632 30, 650, 501, 114 99. 5 45. 4 99. 0 4 99. 5 48. 1 98. 9 3 0. 1

600, 574, 608 68, 604, 671, 324 99. 5 54. 2 98. 8 5 99. 4 50. 6 98. 0 9 0. 8

62, 941, 597 15, 131, 414, 028 99. 7 26. 9 98. 6 6 99. 7 24. 3 98. 4 5 0. 2

161, 241, 797 22, 564, 048, 241 99. 5 40. 7 98. 5 7 99. 4 40. 7 98. 2 8 0. 3

108, 645, 804 16, 793, 045, 281 99. 3 43. 2 98. 4 8 99. 3 44. 2 98. 4 5 0. 0

76, 971, 857 10, 765, 029, 600 99. 3 43. 9 98. 4 8 99. 2 46. 0 98. 3 7 0. 1

390, 317, 159 45, 747, 560, 161 99. 3 44. 9 98. 3 10 99. 0 42. 7 97. 8 11 0. 5

181, 053, 734 28, 629, 842, 525 99. 4 35. 5 98. 3 10 99. 2 33. 8 98. 0 9 0. 3

294, 724, 312 31, 708, 411, 236 99. 3 46. 3 98. 3 10 99. 1 42. 3 97. 8 11 0. 5

172, 518, 220 40, 023, 929, 223 99. 7 22. 1 98. 2 13 99. 6 29. 9 97. 7 14 0. 5

286, 520, 397 37, 235, 126, 170 99. 3 38. 6 98. 1 14 99. 2 35. 3 97. 7 14 0. 4

232, 388, 659 31, 171, 061, 521 99. 4 36. 6 98. 1 14 99. 3 33. 4 97. 8 11 0. 3

403, 320, 256 51, 443, 238, 355 99. 3 38. 1 98. 1 14 99. 3 33. 3 97. 6 18 0. 5

291, 716, 194 39, 548, 959, 634 99. 5 34. 2 98. 1 14 99. 2 31. 2 97. 6 18 0. 5

140, 644, 453 19, 239, 227, 916 99. 4 34. 5 98. 0 18 99. 3 31. 3 97. 7 14 0. 3

80, 329, 907 9, 506, 832, 485 99. 2 38. 9 97. 9 19 99. 1 41. 9 97. 6 18 0. 3

77, 569, 888 8, 000, 817, 280 98. 9 43. 8 97. 7 20 98. 9 46. 0 97. 7 14 0. 0

787, 331, 843 89, 959, 126, 363 99. 3 34. 8 97. 7 20 99. 1 33. 3 97. 2 22 0. 5

167, 777, 173 20, 926, 202, 310 99. 2 34. 0 97. 7 20 99. 0 31. 6 97. 1 23 0. 6

84, 859, 353 10, 252, 434, 082 99. 1 32. 2 97. 4 23 99. 0 33. 1 97. 4 21 0. 0

130, 214, 993 10, 316, 852, 746 99. 1 40. 2 97. 3 24 99. 0 35. 0 96. 8 25 0. 5

119, 610, 569 12, 671, 570, 253 99. 1 32. 5 97. 2 25 99. 1 31. 0 97. 0 24 0. 2

218, 495, 144 20, 299, 089, 584 98. 9 27. 9 96. 2 26 98. 8 28. 2 95. 9 26 0. 3

208, 386, 058 27, 673, 462, 724 99. 4 38. 0 98. 2 99. 3 37. 0 97. 8 0. 4

（ 本年-前年）
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市 税 収 入 実 績

（ 単位： 円・ ％）

        入　 　 　 　 　    額 本 年 度 収 入 率 前 年 度 収 入 率 増減



別表２

　 市 　 名 基 準 財 政 基 準 財 政 標 準 財 政

需 要 額 収 入 額 規 模

武 蔵 野 市 1. 511 6. 9 3. 9 82. 1 143, 393 216, 272 286, 608

調 布 市 1. 251 8. 2 6. 3 90. 8 129, 484 155, 827 202, 272

府 中 市 1. 203 5. 7 5. 1 84. 0 134, 665 160, 946 207, 990

三 鷹 市 1. 181 4. 2 9. 0 89. 6 139, 478 166, 354 217, 294

立 川 市 1. 171 9. 5 8. 0 90. 0 147, 060 173, 933 225, 557

多 摩 市 1. 138 4. 8 4. 9 89. 0 137, 783 159, 000 205, 301

小 金 井 市 1. 053 11. 0 9. 4 94. 3 136, 429 143, 990 186, 455

国 立 市 1. 025 3. 5 9. 6 95. 0 153, 097 158, 509 207, 418

国 分 寺 市 1. 021 5. 7 5. 6 94. 6 146, 582 150, 456 195, 186

羽 村 市 1. 017 5. 4 7. 8 105. 8 154, 775 154, 092 200, 234

町 田 市 0. 983 5. 9 6. 7 90. 5 138, 052 134, 987 183, 336

昭 島 市 0. 982 6. 2 8. 4 92. 8 144, 032 140, 935 190, 108

小 平 市 0. 977 4. 5 8. 4 93. 0 136, 148 132, 438 181, 134

日 野 市 0. 975 8. 5 7. 3 89. 9 140, 373 136, 228 186, 249

稲 城 市 0. 953 4. 2 9. 7 91. 3 145, 766 139, 852 193, 919

八 王 子 市 0. 950 3. 3 9. 3 88. 4 140, 852 133, 533 190, 549

西 東 京 市 0. 906 3. 9 12. 9 95. 1 144, 841 131, 347 194, 978

狛 江 市 0. 886 6. 7 10. 6 91. 2 141, 217 125, 462 189, 824

青 梅 市 0. 882 5. 8 9. 9 98. 7 146, 344 128, 243 196, 090

東 大 和 市 0. 865 8. 5 7. 8 93. 9 145, 529 125, 497 195, 025

東久留米市 0. 840 3. 0 9. 9 93. 2 145, 106 122, 137 193, 323

武蔵村山市 0. 835 5. 1 6. 8 94. 1 143, 944 121, 288 190, 203

東 村 山 市 0. 818 5. 5 12. 3 91. 7 143, 674 117, 225 190, 080

福 生 市 0. 786 4. 6 4. 7 90. 7 151, 467 119, 232 198, 135

あ き る 野市 0. 740 3. 8 13. 8 98. 9 156, 456 116, 281 202, 010

清 瀬 市 0. 689 7. 3 10. 2 91. 1 159, 936 109, 781 204, 164

平成29年度東京都26市の財政概要

　 　 （ 単位： 円・ ％）

財 政 力 指 数
に よ る 区 分

財 政 力
指 数

実質収支
比 率

公債費負担

比 率
経常収支
比 率

市民１ 人当たり

 

１ . ０ ０ ０ 以上

０ . ８ ０ ０ 未満

※（ １ ） 市民１ 人当たり の数値は、 平成30年１ 月１ 日現在の住民基本台帳に登録さ れている 人口と し た。

  （ ２ ） こ の資料は、 東京都市監査委員会の資料( 平成30年８ 月６ 日現在) に基づき 編集し たも のである 。

１ . ０ ０ ０ 未満
０ . ９ ０ ０ 以上

０ . ９ ０ ０ 未満
０ . ８ ０ ０ 以上
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この冊子は、庁内で印刷・製本しています。 

古紙パルプ配合率 80％以上の再生紙及び 

環境にやさしいインクを使用しています。         


